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法
律
に
対
す
る
「
憲
法
」
と
「
条
約
」
と
い
う
規
範
に
よ
る
統
制
ｌ
「
著
者
（
国
民
と
の
絶
対
性
へ
の
制
約
（１）
議会の制定する法律は、フランスでは、「法律は一般意思の表明」と一七八九年『人と市民の権利一日一言』六条が定
め
る
よ
う
に
、
国
民
主
権
の
行
使
と
し
て
人
の
権
利
お
よ
び
自
由
を
定
め
あ
る
い
は
制
約
す
る
権
能
を
与
え
ら
れ
て
き
た
。
法
律
は
、
そ
（２）
の
「
著
者
（
Ⅱ
国
民
）
」
の
絶
対
性
を
根
拠
と
し
て
定
義
さ
れ
、
そ
の
内
容
に
関
し
て
は
同
宣
言
一
二
条
は
「
自
然
的
な
諸
権
利
の
保
全
」
と
し
た
。
し
か
し
、
一
八
世
紀
、
一
九
世
紀
を
通
じ
て
法
内
容
に
関
し
て
制
約
す
る
具
体
的
な
制
度
を
持
た
な
か
っ
た
。
特
に
、
法
内
容
に
関
す
る
統
制
に
つ
い
て
は
、
革
命
期
に
お
け
る
パ
ル
ル
マ
ン
に
対
す
る
敵
意
を
示
す
も
の
と
し
て
、
司
法
組
織
に
関
（３）
す
る
一
七
九
○
年
八
月
一
六
’
一
一
四
日
法
第
二
篇
一
○
条
は
、
「
裁
判
所
は
、
直
接
的
に
も
間
接
的
に
も
、
立
法
権
の
行
使
に
関
与
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
ま
た
国
王
に
よ
っ
て
裁
可
さ
れ
た
立
法
府
の
決
定
の
執
行
を
妨
げ
も
し
く
は
停
止
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
（
そ
の
場
合
に
は
）
反
逆
罪
に
な
る
。
」
と
定
め
、
裁
判
所
が
法
律
を
制
約
す
る
こ
と
を
明
確
に
禁
止
し
て
い
る
。
議
会
制
定
法
は
、
一
九
世
紀
か
ら
二
○
世
紀
前
半
に
か
け
て
、
司
法
権
に
加
え
行
政
権
に
対
し
て
も
優
位
す
る
地
位
を
確
立
し
て
い
く
が、一八七五年第三共和制憲法は、一条で「立法権は二つの議会、国民議会と元老院が行使する」と定めつつも「法
律
」
に
つ
い
て
の
定
義
が
な
か
っ
た
た
め
、
執
行
権
と
の
関
係
で
立
法
権
の
意
思
が
一
般
意
思
の
権
力
の
全
て
を
保
持
す
る
と
主
張
さ
れ
（４）
（５）
た。また第三共和制期には、基本的な権利および自由を保障する法律が制定され、第四共和制期、第五共和制初期ま
（６）
で主として行政権を制約するものとして位置。つけられていた。
し
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、
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お
け
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三
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係
お
よ
び
国
際
社
会
と
序
章
問
題
の
背
景
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
二
Hosei University Repository
人権宣言六条に基づいていた法律の地位の憲法上の正当性が修正され、「国民」の意思は、それのみでは。般意思」
〈川）
とはみなされず、憲法に適△□しなければならないという要件が加わった。すなわち、「憲法規範」との適合性の承認
が法律の正当性において必要になったのである。この判決以降、フランスにおいては、革命期に、法律の地位のみな
らず、憲法制定権力として憲法の制定をも正当化した「著者（国民）」の絶対性という論理は、憲法規範によって相
対化され制約されたといえる。
他方、国内法における法律に対する統制と並行して、第二次世界大戦後には、国際法および共同体法による法律へ
の制約が顕著となる。第二次世界大戦後に制定された一九四六年第四共和制憲法は、前文で国際法遵守（前文第一四
（、）
段）、平和の組織のための主権制限（同第一五段）を定め、さらに他国に先駆けて「法律に対する条約優位」原則を
（腿）
採用し、同葱法一一六条「適法に批准され、公布された外交条約は、批准に必要な法律のほかにはその施行のためにい
フランス一一○○八年憲法改正後の違意審査と条約適合性審査（｜）（建石）
一一一
立が可能となった。
こ
う
し
た
、
「
法
篦
み
、
｜
般
意
思
を
謁
明
訓
副
こうした、「法律」に対する上位の規範による統制は現在ではより明確になっ
（９）
－カレドニアに関する法律についての一九八五年の判決で、採決された法律は「
の関係において制度的に制約される傾向がみられる。まず、三権の関係においては、一九四六年一○月一一七日第四共
（”０）
和制憲法は制定法の違憲審査を憲法改正手続きの中で行う「憲法委員今云」を設置し、一九五八年一○月四日第五共和
制憲法は、憲法三四条で法律事項を限定列挙し、それ以外を行政権の管轄と定めた。そのため、法律の権限は行政権
（８）
との関係では狭められ、またその内容によって定義されるようになる。さらに憲法院の創設により、事前審査ではあ
るが、法律の憲法適合性が審査されるようになったことで、議会の可決した法律に対する合憲性を理由とする異議申
」（８月・ヨ）と明らかにしている（傍線は筆者）。この判決により、これまでの一七八九年
憲
法
を
尊
重
ｕ
ａ
Ⅷ
ろ
限
刎
口
制
Ｎ
ａ
則
ており、そのことを憲法院は、－－１
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かなる法律も必要とせず、フランスの国内法に抵触する場合においても法律の効力を有する」、および二八条「適法
に批准され、公布された条約は、法律の権威に優位する権威を持ち、その条項は、外交上の方法で通告された適法の
破段通告によらなければ、廃止もしくは修正もしくは失効するされることはない」によれば、批准を経た条約は自動
（畑）
的に国内法として効力を持し、国内法上の地位は法律に優位することとなった。この原則によって、国際法と国内法
（Ｍ）
の関係は、第一一一共和制までの原則であった一一一兀論から一元論へと転換し、また「法律」の優位性という地位も、前述
（旧）
の行政権、憲法院に加》えて、「条約」との関係でも失われることになった。
国際社会に対する第四共和制憲法の変化、すなわち、法律に優位する法規範としての国際法の国内法への統合は、
第二次世界大戦後の国際連合の成立を背景として、平和や人権が一国の国内政治だけでは維持できないという認識に
基づく、国際社会が共同してそれらを確保するという国際協調主義を反映したものである。｜‐法律に対する条約優位
原則」は、第五共和制憲法に引き継がれ、同憲法五五条は「適法に批准されまたは承認された条約もしくは協定は、
他方当事国による各条約もしくは各協定の施行を留保要件として、公示後直ちに法律に優位する権威を有する」と定
人権保障という面では、この「法律に対する条約の優位原則」のもたらす法律への制約は、一九七四年のヨーロッ
パ人権条約の批准、一九八一年の同条約の個人申立の受諾、および国際人権規約の個人通報制度を定める第一議定書
の批准によって顕著となる。権利および自由の保障において、法律は、憲法に加え、ヨーロッパ人権条約をはじめと
する人権条約の保護する権利及び自由にも適合する法的な義務を負うことになったからである。さらに、条約義務の
（肥）
遵守に関して司法的に統制するヨーロッパ人権裁判所の管轄権を受諾をしたことで、法律に対する制約は更に強まっ
た。また本稿では直接の検討対象としないが、第四共和制期の一九五○年代から開始されたヨーロッパ共同体による
めている。
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憲法制定権力とは、フランスでは、革命期に、議会に第三階級の代表を選出するための理論轡である『第三階級と
（別）
は何か』においてシェィェスによって体系化された、国民意思の絶対性を基盤として憲法制定の根拠とそのように制
定された憲法の国民に対する規範性を説明する理論である。シェイエスは、国民意思の絶対性を一般意思に根拠づけ
（虹）
るが、この憲法制定権力論は、第五共和制憲法の運用のなかで、国際組織、特にヨーロッパ共同体による法続くロとの
フランス二○○八年葱法改正後の違適審査と条約適合性審査（二（建石）
五
説明される。
憲
法
優
位
と
人
権
条
約
ｌ
憲
法
制
定
権
力
と
法
規
範
階
層
（卿）
憲法は、国内法において最高法規として法体系の頂点に立つとされ、フランスでは、条約との関係でも憲法優位と
解釈されている。その優位性は、実定法的には、第五共和制憲法五四条が批准前の条約に対する違憲審査の可能性を
規定していることから帰結され、理論的には、一般的に憲法制定権力および法規範の階層という二つの理論によって
条約（ヨーロッパ法）による法統合の進展も、人権としては初期には労働法等の分野に限られてはいたが、フランス
の国内法への拘束力が強かった。特に、一九九○年代以降、冷戦構造の終焉を経てヨーロッパの拡大傾向が見える中、
ヨーロッパ共同体は、より緊密な統合を目的とするマーストリヒト条約に始まる一連の条約によって、加盟国の国家
（Ⅳ）
主権の権限とみなされてきた領域に関する統合を強めてきた。この過程で、フランスでは、改めて憲法と条約の関係
（旧）
における国の独立性の指標とされる国の主権とは何かが問いかけられてきている。
このように、法律は、第四共和制憲法及び第五共和制憲法によって、憲法と条約という二つの法規範によって統制
されるようになり、法規範の安定性という意味で、法的淵源を異にする二つの法規範の間の調整という新たな課題を
抱
え
る
こ
と
と
な
っ
た
。
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関係で、国の主権をどこまで制約しうるのかという憲法改正の限界として改めて問い直されている。具体的には、こ
れまで国民主権の行使とみなされてきた選挙権のうち、地方自治体の選挙に関して外国人の選挙権を認める内容の条
約を批准するために憲法を改正することは憲法改正の限界を超えるか、という問題が、一九九二年のマーストリヒト
条
約
の
批
准
を
目
的
と
し
た
憲
法
改
正
に
つ
い
て
、
改
正
さ
れ
た
憲
法
に
基
づ
く
マ
ー
ス
リ
ヒ
ト
条
約
の
違
憲
審
査
が
提
起
さ
れ
た
際
に
（蛇）
問われている。すなわち、憲法の最高法規性を支える憲法制定権力が、法統ムロを目指す国際法規範によって制約され
る場合、特にその制約が憲法制定権力論の基盤となる国民主権の行使である選挙権について行われた場合、条約の批（羽）
准のために憲法を改正することは、憲法制定権力あるいは憲法改正権の限界を超》えるのではないかという問題である。
こ
れ
に
つ
い
て
、
憲
法
院
は
、
第
四
共
和
制
憲
法
前
文
第
一
五
段
の
定
め
る
「
主
権
の
制
約
」
規
定
の
解
釈
に
お
い
て
、
「
国
民
主
権
（既）
の行使の本質的な内容」という基準をも壱つけ、何が「憲法の許容する」主権の制約（または委譲）かを判断すると同
（誼）
時に、憲法改正を主権的権限の行使として、一定の憲法上の規定を除き、改正の限界論を否定した。すなわち、憲法
制定権力は、国内法体系における恵法の最高法規性を支える理論的根拠であるが、国際組織との関係で国の権限を制
約または委譲するにあたり、何が憲法の許容する国の主権的権限なのかという主権の質的な内容は、憲法院の解釈に
よ
っ
て
状
況
に
応
じ
て
決
定
さ
れ
る
相
対
的
な
概
念
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
理
論
的
に
は
、
ど
こ
ま
で
国
の
主
権
を
制
約
し
う
る
か
を
決
定
す
る
葱
法
改
正
権のみが恵法の最高法規性を支えている法的根拠となる。
（弱）
他方、法規範の階層という考一え方は、ハンス・ケルゼンに淵源を持つ法システムという概念に依拠するが、ケルゼ
ンは、法の規範性を道徳や自然法に根拠づけることをせず、主観性や道徳的な価値判断から離れて中立性を確保しう
る、科学としての法学を形成することを目指した。そして法をピラミッドのような上下の階層関係ととらえ、国内法
においてはその頂点に憲法を位置づけ、憲法は、その上位の規範から命令を受けることのない「根本規範」とされる。
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憲
法
と
「
人
権
」
条
約
の
内
容
的
近
接
性
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
に
よ
る
統
制
の
問
題
こ
の
よ
う
に
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
第
二
次
世
界
大
戦
以
降
、
憲
法
と
条
約
の
規
範
的
な
意
味
で
の
序
列
が
課
題
と
な
っ
て
き
た
が
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
の
よ
う
な
「
人
権
」
を
保
護
す
る
目
的
を
持
つ
条
約
の
場
合
に
は
ま
た
別
の
問
題
を
含
ん
で
い
る
。
そ
れ
は
、
法
律
に
対
す
る
統
制
と
し
て
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
と
い
う
二
つ
の
審
査
が
存
在
す
る
場
合
、
人
権
規
範
の
法
的
統
一
性
と
い
う
意
味
で
、
単
純
な
優
劣
関
係
だ
け
で
相
互
関
係
を
調
整
す
る
こ
と
で
は
不
十
分
だ
か
ら
で
あ
る
。
通
常
、
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
の
関
係
は
、
日
本
や
フ
ラ
ン
ス
の
よ
う
に
条
約
が
法
律
に
優
位
す
る
場
合
に
は
、
法
律
の
上
位
に
憲
法
と
条
約
が
位
置
す
る
た
め
、
「
憲
法
と
条
約
の
関
係
」
が
問
題
と
な
る
。
そ
し
て
、
憲
法
優
位
と
定
め
ら
れ
あ
る
い
は
解
釈
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
違
憲
審
査
が
優
越
す
る
こ
フ
ラ
ン
ス
二
○
○
八
年
運
法
改
正
後
の
達
意
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
（
｜
）
（
建
石
）
七
こ
の
よ
う
な
法
規
範
の
階
層
と
い
う
と
ら
え
方
に
よ
り
、
法
は
、
そ
の
正
当
性
の
淵
源
を
上
位
の
法
規
範
か
ら
授
権
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（”）
が
、
階
層
を
維
持
す
る
た
め
に
は
授
権
関
係
の
統
制
が
必
要
と
な
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
第
五
共
和
制
憲
法
が
違
憲
審
査
制
を
導
入
し
、
法
の
支
配
の
観
念
と
結
び
つ
き
、
法
規
範
の
階
層
は
形
式
的
な
も
の
（班）
（羽）
か
壽
ｂ
実
体
的
な
も
の
と
な
っ
て
き
て
い
る
。
憲
法
院
の
違
憲
審
査
を
通
じ
て
憲
法
規
範
と
位
置
付
け
ら
れ
る
「
憲
法
ブ
ロ
ッ
ク
」
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
お
り
、
下
位
規
範
と
の
関
係
で
の
優
位
性
が
明
確
に
な
っ
て
い
る
。
他
方
、
憲
法
と
人
権
条
約
の
関
係
は
、
憲
法
上
は
、
憲
法
五
四
条
が
批
准
前
の
条
約
の
違
憲
審
査
を
定
め
る
こ
と
を
根
拠
と
し
て
、
憲
法
優
位
と
解
釈
さ
れ
て
い
る
が
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
や
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
同
体
法
と
の
関
係
で
は
そ
れ
ほ
ど
明
確
で
は
な
い
。
と
い
う
の
は
、
ど
ち
ら
も
条
約
と
い
う
締
約
国
の
同
意
に
基
づ
く
国
際
組
織
で
は
あ
る
も
の
の
、
そ
れ
ぞ
れ
独
自
の
法
規
範
（
法
解
釈
）
を
創
造
す
る
裁
判
所
を
有
し
て
い
る
た
め
、
条
約
遵
守
と
い
う
枠
（卸）
組
に
お
い
て
規
範
と
し
て
の
条
約
が
憲
法
に
優
位
す
る
場
合
も
生
じ
、
ケ
ル
ゼ
ン
の
い
う
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
論
を
恒
常
的
に
維
持
す
る
こ
と
は
（帥）
困難な場ムロも出現しているか二ｂである。
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国際法上、国は、人権条約の批准によって「条約の定める人権の保障」という義務を負い、国内法の制定や改廃、
政策や行政による実施に努めなければならない。さらに、最終的に、人権条約の定める人権規範を裁判を通じて個々
人に保障することによって、国の行為に対する統制や私人間における権利保護を実効的に行うことが求められる。し
たがって、人権条約が、保護を受ける人の人権を裁判によって実際に保護するためには、次の二つの要件を必要とす
る。第一に、条約自体が、固有の条約遵守の監視システムを設けていること、第二に、国内法秩序における人権条約
の地位が、国内裁判所によって条約の定める権利および自由を保障するという要請に十分にこたえるものであること、
である。すなわち、人権条約の場合、国内法規範における条約の優位が、条約の目的である人権保護にとって必要不
可欠な要件であることから、伝統的な憲法と条約の関係についての理論では調整しきれない面を有しているのである。
具体的には、フランスにおいて、ヨーロッパ人権条約に関して次のような憲法優位に関する問題が提起されている。
まず、憲法と人権条約の保護している権利内容には共通部分が多いため、一つの国における人権規範の安定性という
観点からは、違憲審査と条約適合性審査の二つの審査について互いの影響を完全に切り離すことの困難性である。次
に、条約適合性審査は、合憲性と関わりなく、法律を不適用にすることである。ヨーロッパ人権条約は、固有の条約
履行の監督機関であるヨーロッパ人権裁判所を設置しており、国内救済の終了した個人（または法人）が、国の行為
の条約違反を国を被告としてヨーロッパ人権裁判所に提訴し、同裁判所が条約違反という判決を下した場合、国はそ
（鉈）
の判決を履行する義務を負う。近年では、判決履行のフォローアップ制度も整備されてきており、最終的にヨーロッ
パ人権裁判所によって条約違反が審査されるという構造は、国内裁判所における条約適合性審査の重要性を、そのよ
法
学
志
林
雛
と
に
な
る
。
し
か
し
、
「
題が解決できにくい。 第
一
○
九
巻
第
三
号
八
「人権」条約に関しては、「人権」規範の類似性のため、憲法と条約の関係のみで法的統一性の問
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うな条約遵守を監督する裁判所を持たない条約に比べて、格段に高くしている。国内の行政及び司法裁判所は、ヨー
ロッパ人権裁判所に繰り返し提訴されることを避けるため、人権裁判所の判断を踏襲する傾向があり、その結果、ヨ
ーロッパ人権裁判所で条約違反と判断された法律は、判決の効力が個別的であるにもかかわらず国内裁判所でも条約
違反と判断され、事実上、不適用となる。すなわち、国内裁判所における権利および自由に関する解釈が、条約適合
性審査を通じてヨーロッパ人権裁判所の判決の強い影響を受け、法律の不適用をもたらすことになるのである。
加えて、近年、ヨーロッパ人権裁判所は、条約遵守義務が課されている「国の行為‐｜の中に、憲法の条文や憲法
（鋼）
（鈍）
（最高）裁判所の判決まで〈己ませるようになっている。権利および自由の保護において「実効的な救済手段を得る」
という条約上の義務は、当該国の公権力すなわち国内裁判所の判決も含むが、そこに憲法裁判所（最高裁判所）の判
決が含まれることについては、憲法の観点からは法論理的に明確ではない。ヨーロッパ人権条約秩序にとっては、人
権裁判所は締約国の条約履行義務について監視する権限を持つため、人権保障という条約義務の履行監視という意味
で、条約の批准および裁判所の管轄権の受諾した国の行為（裁判所の判決も含む）に関してヨーロッパ人権条約との
適合性を審査しうる。しかし、国内法秩序においては、憲法規定に基づく条約の批准によって条約の効力が発生して
いる点から、憲法の枠内で効力の認められている条約が、その憲法に対する条約適合性を審査することは条約による
憲法改正につながる危険があり、憲法と条約の実体的な規範関係を覆す結果となる可能性があるからである。
これらの現象は、国内における憲法の優位性や最高法規性の法的根拠としての憲法制定権力、すなわち「著者」が
問題とされていることとも相いれない。「著者」の論理からは、直接に国内に民主的基盤を持たない人権条約が憲法
を統制することの合理的な説明としては、国会による条約の批准法律の採決があげられるが、それだけでは不十分だ
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
規
範
の
階
層
と
い
う
観
点
か
ら
も
、
憲
法
と
条
約
の
関
係
に
お
い
て
憲
法
優
位
を
採
用
し
て
い
る
国
で
は
、
上
位
フランス一一○○八年恋法改正後の違憲審査と条約適合性審査（｜）（建石）
九
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これまでフランスでは、法律の違憲審査は法律が国会で採択されたのち、大統領が審書する前の期間に、大統領、
首相、両院議長、六○名以上の国会議員などの限定された地位にのみ付託権を認めるという、いわば法律制定過程の
（鉛）
二○○八年憲法改正による法律の「合窓性優先問題Ｉ（告の⑰一一．目田口◎昌巴『の』の８己②一冒蝕◎二目一一註（ＱＰＣ）」と
「条約適合性審査」の直接的対時（辺
二○○八年七月一一一一一日の憲法改正は、憲法のほぼ半分の条文を改正し、特に憲法院に関する改革は、’九五八年の
憲法制定権力者によって着手された法的「革命」の論理的帰着であると位置づけられるほどの変革が行われた。それ
は、「合憲性優先問題」と呼ばれる、「施行後の法律」について、憲法の保護する権利と自由に違反しているという抗
弁の権利を、「市民」に付与し、国務院または破段院を通じて憲法院に付託された後、当該法律の違憲審査を憲法院
が行う制度の創設である。
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
一○
の規範が下位の規範の統制をする関係が確保されないことになる。
この点について、フランスの場合、これまで上述のような憲法原理および制度上の理由で、違憲審査と条約適合性
審査は事前の審査と事後の審査という違いとともに、法的な性質の異なる規範に基づく独立した二つの審査として、
違憲審査を憲法院が、条約適合性審査を行政および司法裁判所が（というように、担当する裁判所を明確に分けてき
た。すなわち法律による人権侵害に対する審査は、題法と人権条約という二つの規範によって制度上は別々に行われ
（鍋）
ていたため、憲法と人権条約を規範とする審査が直接に関係を持つことはなく、憲法院の判決が、直接にヨーロッパ
人権裁判所の審査を受けることは制度上はなかったのである。しかし、こうした状況を大きく変えたのが、二○○八
年に行われた大規模な憲法改正である。
Hosei University Repository
（弧）
とふじ予想される。
一部に組み込まれている事前審査であった。そのため、市民に対して憲法上の権利による保護という観点からは十分
（詔）
ではなく、その意味で長い間待たれていた改革であった。
さらに、ＱＰＣは、施行後の法律に対して、これまでの行政および司法裁判所の行う「条約適合性審査」に加え違
憲審査を可能としたことにより、人権保障の面だけでなく、上述の憲法とヨーロッパ人権条約（およびＥＵ法）の関
（調）
係が提起してきた法的安定性についての危険を解消することすなわち、「同一の法律を対象としうる、事一別と事後
（佃）
の複数の審査の消滅」を目的の一つとしていた。従来は、ヨーロッパ人権条約およびＥＵ法との関係で、行政および
司法裁判所がある法律を条約違反と判断した場合、当該法律は合憲性についての判断のないまま裁判所で適用されな
い状況に置かれていた。これに対して、ＱＰＣにより憲法院が最終裁判所として法律の合憲性を判断することにより、
問題となった法律について合憲の場合には法的効力を確保することができ、違憲であれば議会の介入を待たず法律を
廃
止
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。
反面、今後は、違憲審査と条約適合性審査の二つの審査は、明らかな形で対時するという問題も抱えることとなる。
ＱＰＣは、その対時のなかから憲法の優位性を改めて確保することを目指しているが、実際の訴訟においては、事件
の係争している行政および司法裁判所において、「違憲の抗弁」と「条約違反の抗弁」の双方を主張することは可能
であり、この場合、係争中の裁判所がどちらの審査を優先するのは、改正された憲法規定からは明らかではなかった。
また、ほぼ内容の似通った、「憲法の保護する基本的権利および自由」と、ヨーロッパ人権条約の保護する権利およ
び自由」に関する、それぞれ憲法院と行政および司法裁判所の行う解釈が存在するという状況がさらに顕著となる一」
このような、人権条約の出現によってもたらされた、国内の人権規範における人権条約という存在の位置付けの難
フランス一一○○八年憲法改正後の違憲審査と条約適合性審査（｜）（建石）
｜’
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法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
一一一
しさは、法の規範性という意味でも、憲法の最高法規性の基盤である国民主権の維持という意味でも、第二次世界大
戦
後
に
違
憲
審
査
制
と
国
際
的
な
人
権
保
障
制
度
を
導
入
し
た
日
本
を
は
じ
め
多
く
の
国
に
お
い
て
も
提
起
さ
れ
て
い
る
問
題
で
あ
る
。
こ
の
問
題
は
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
は
、
一
方
で
、
国
民
主
権
に
基
盤
を
お
く
憲
法
が
、
国
内
に
お
け
る
民
主
的
基
盤
を
直
接
的
に
は
持
た
な
い
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
に
従
属
す
る
危
険
性
が
あ
る
こ
と
、
反
面
、
第
二
次
世
界
大
戦
後
の
、
国
内
の
三
権
の
関
係
に
お
い
て
、
立
法
権
の
衰
退
と
違
憲
審
査
制
の
出
現
に
よ
り
「
著
者
の
論
理
」
に
も
と
づ
く
国
民
主
権
概
念
が
制
約
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
国
際
人
権
条
約
の
出
現
の
歴
史
的
背
景
を
蝋
酌
し
つ
つ
憲
法
原
理
を
理
解
す
る
な
ら
、
憲
法
の
目
的
で
あ
る
人
権
保
障
の
達
成
と
の
関
連
で
国
民
主
権
を
解
釈
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
、
な
ど
、
す
で
に
制
度
と
し
て
存
在
し
て
い
る
変
化
を
、
憲
法
論
理
と
し
て
明
確
に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
本
稿
は
、
以
上
の
よ
う
な
フ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
二
○
○
八
年
の
憲
法
改
正
を
も
た
ら
し
た
理
由
の
一
つ
で
も
あ
る
「
違
憲
審
査
」
と
「
条
約
適
合
性
審
査
」
の
関
係
に
つ
い
て
、
Ｑ
Ｐ
Ｃ
実
施
後
一
年
間
の
判
例
の
動
向
も
検
討
し
つ
つ
、
憲
法
お
よ
び
人
権
条
約
と
い
う
、
人
権
規
範
と
し
て
の
二
つ
の
法
秩
序
の
あ
り
方
に
関
し
、
人
権
保
障
と
国
民
主
権
、
換
言
す
れ
ば
「
人
権
規
範
の
論
理
」
と
「
著
者
の
論
理
」
の
交
錯
の
中
か
ら
立
憲
主
義
憲
法
の
価
値
を
維
持
し
つ
つ
人
権
保
障
が
実
現
す
る
理
論
に
つ
い
て
考
察
す
る
も
の
で
あ
る
。
第
一
章
「
合
憲
性
の
優
先
問
題
（
Ｑ
Ｐ
Ｃ
）
」
と
条
約
適
合
性
審
査
（
ご
Ｑ
Ｐ
Ｃ
の
概
要
第
一
節
Ｑ
Ｐ
Ｃ
創
設
の
目
的
の
一
つ
と
し
て
の
「
違
憲
審
査
」
と
「
条
約
適
合
性
審
査
」
の
競
合
問
題
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この改正により、フランス憲法では初めて「施行後」の法律について、新法律、既存法律を問わず、また憲法制定
の一九五八年以前の法律に対しても違憲審査が開始された。また、全ての裁判を受ける人に、フランス人、外国人を
問わず、全ての裁判所において、第一審の段階から、当該事件で適用されている法律の合憲性について問題とするこ
フランス一一○○八年憲法改正後の違憲審査と条約適合性審査（｜）（建石）
一一一一
「憲法院の判決には、いかなる不服申立も行うことができない。判決は、公権力およびすべての行政・司法機関を
拘束する。」
託
を
う
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
第六一条の一
「裁判所に係争中の事件の審理に際して、憲法の保障している権利や自由が法律によって侵害されていることが主
張された場合、憲法院は、所定の期限内に、国務院または破穀院の決定による移送に基づいて、この問題について付
第
六
二
条
二
項
「第六一条の一
日に廃止される。
第
六
二
条
三
項
二○○八年七月二一一一日の憲法改正により新たに創設されたＱＰＣは、「施行後」の法律に関する、市民からの抗弁
による違憲審査として、憲法六一’一条、六二条において次のように定められた。
本
条
の
適
用
の
要
件
は
組
織
法
律
が
定
め
る
。
」
に基づいて違憲と判断された法律は、憲法院判決の公示、あるいは当該判決以降の判決の定める期
憲法院は、当該規定により生じた効力を再検討する要件と範囲を決定する。」
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（二）違憲審査の限定的役割と法律の統制としての条約適合性審査
現行の一九五八年憲法によって設立された憲法院は、前述のように、違憲審査機関とは言え、法律の可決後、大統
領の審書前に、付託権は当初大統領、首相、両院議長に限定され、ごく短い期間において違憲審査を行う可能性を制
度化した、いわゆる法律に関する「事前審査」といわれる制度である。しかし、一九五八年憲法の制定者は、憲法院
（紐）
具体的な手続きとしては、ＱＰＣの実施に関する手続きを定める組織法律（二○○九年一一一月一一一日制定）によれば
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
①
裁
判
所
に
係
争
中
の
訴
訟
に
お
い
て
、
当
事
者
か
ら
、
あ
る
法
律
が
憲
法
の
保
護
す
る
権
利
お
よ
び
自
由
を
侵
害
す
る
と
い
う
訴
え
が
あ
っ
た
場
合
、
②
当
該
裁
判
所
は
、
訴
訟
を
い
っ
た
ん
停
止
さ
せ
、
国
務
院
ま
た
は
破
穀
院
に
法
律
の
違
憲
の
訴
え
を
移
送
し
、
③
国
務
院
ま
た
は
破
設
院
は
、
違
憲
の
抗
弁
に
関
し
て
違
憲
審
査
の
必
要
の
有
無
を
判
断
し
、
必
要
な
場
合
に
は
三
カ
月
以内に憲法院に移送する。④憲法院は、当該法律の違憲審査を行い、結果を国務院または破段院に返送。⑤合恵判決
の
場
合
に
は
、
当
該
裁
判
所
は
、
当
該
法
律
を
適
用
し
訴
訟
を
継
続
。
⑥
違
憲
の
場
合
に
は
、
判
決
が
公
示
さ
れ
た
日
、
ま
た
は
憲
法
院
の
判
決
に
よ
っ
て
示
さ
れ
た
「
後
の
期
日
」
を
も
っ
て
廃
止
。
⑦
違
遼
判
決
の
場
合
、
当
該
事
件
を
係
争
中
の
裁
判
所
は
、
違
恵
と
判
断
された法律を適用せずに、訴訟を継続。⑧憲法院の判決に関しては、いかなる訴えの対象にもならず、国内のすべて
の
公
権
力
、
行
政
権
お
よ
び
司
法
権
を
拘
束
す
る
。
このようにＱＰＣは、｜‐施行後」の法律に対する、「市民の抗弁」にもとづく違憲審査という、これ自体、フランス
の
憲
法
伝
統
と
い
う
観
点
か
ら
は
非
常
に
大
き
な
変
革
を
も
た
ら
し
た
が
、
そ
の
背
景
の
一
つ
と
し
て
、
条
約
適
合
性
審
査
の
存
在
が
指
（梱）
摘されている。 法学
志
林
とが可能となった。
第
一
○
九
巻
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三
号
一
四
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こ
う
し
た
状
況
に
変
化
が
訪
れ
る
の
は
、
一
九
七
四
年
五
月
に
行
わ
れ
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
の
批
准
以
降
の
こ
と
で
あ
る
。
同
条
約の批准は、条約を国内法として適用することを要請し、国内法階層のなかでの条約と法律の関係を改めて問いかけ
た。前述のように、一九五八年憲法五五条は、条約が批准及び公示によって自動的に国内法としての効力を得ること
と、国内法における条約の地位を「法律に優位する権威を有する」と定めているため、ヨーロッパ人権条約は、一元
論を採用している第五共和制憲法のもとでは国内法に優位する規範として適用されることになる。したがって法律は、
ヨーロッパ人権条約の保護する権利および自由に適合することが要請され、国内法が条約に反するか否かを裁判所で
審
査
す
る
い
わ
ゆ
る
法
律
の
条
約
適
合
性
審
査
を
行
う
裁
判
官
の
役
割
が
重
要
な
も
の
と
な
る
。
フランス二○○八年憲法改正後の連愈審査と条約適合性審査（一）（建石）
’五
を人権保障のために立法権を統制するために創設したのではなく、執行権を保護するために議会、特に市民から直接
（判）
に選出される国民議今室の権限を制約するためであった。ところが、その後一九七一年の憲法院による「裁判的強権発
（幅）
（媚）
動
」
と
評
価
さ
れ
る
判
決
に
よ
り
、
憲
法
院
は
人
権
分
野
に
関
す
る
違
憲
審
査
を
開
始
し
、
さ
ら
に
、
’
九
七
四
年
の
意
法
改
正
に
よ
り
提訴権者を両院議員の六○名以上に拡大した。それによって、市民の代表者からの違憲審査の訴えが可能となり、人
権
分
野
に
関
す
る
法
律
の
違
憲
審
査
が
進
展
す
る
こ
と
に
な
る
。
しかし、違憲審査が法律制定過程において行われる、いわゆる「事前審査」であることは、施行後の法律に関する
合恵性に関する司法的統制を全く欠くことになる。というのは、フランスでは、革命期から「法律に対する（行政及
（灯）
び司法）裁判所による統制の禁止」が憲法的伝統であり、行政及び司法裁判官が憲法について判断する制度を採用し
ていないからである。したがって、ひとたび制定された法律に関しては、それによって憲法の保護する権利や自由を
侵害された場合においても、訴訟によって合憲性を問うことができず、民主的ルートにより国会が法律の改廃を行う
の
を
待
つ
だ
け
と
な
る
。
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しかし、憲法上に条約適合性審査をどの裁判所が行うかについての規定はなく、また、前述のように、裁判所は、
法律に関する統制を行なうこと不可能な状況であったため、ヨーロッパ人権条約の批准直後、憲法院への法律の違憲
審査の申立として初めてヨーロッパ人権条約違反が主張された一」とにより、憲法院によって判断されることとなった。
申し立てられた法律は、一九七四年二月に採択された「人工妊娠中絶法」であり、憲法上、生命にかかわる権利が
明確に規定されていないため、同条約二条の「生命に対する権利」違反が主張された。意法院は、憲法五五条の裁判
的保障の問題の解決と、「生命に対する権利」に対する「人工妊娠中絶法」の適合性という、困難な課題に直面した。
（相）
これらの問題に対して憲法院は、’九七五年一月一五日判決で、次のように、憲法と条約の性質の違いを根拠に、
（柵）
条約の適用は違憲審査を定める憲法六一条の枠内で行使する憲法院の違憲審査の権限には属さない、すなわちヨーロ
ッパ人権条約を適用しないと判断した。また「人工妊娠中絶法」に関しては「憲法に適合しないわけではない」と合
憲とした。
次に、憲法と条約の性質が異なることを、以下のように説明する。
「憲法六一条の適用による憲法院の判決は、絶対的で最終的な性格を有する。というのは、六二条によって違憲
とされたすべての条項の審書も適用も不可能となるのに対し、五五条によって定められている原則である法律
判決は、まず憲法院の違憲審査と憲法五五条の保障について、次のように述べる。
（憲法五五条が）条約に対して「法律に優位する権威を与えるとしても、同条は、この原則の尊重を憲法六一条
に基づいて憲法に対する法律の適合性の審査の枠組みで保障されなければならないと記述も要請もしていな
い◎」（Ｄｏｐｓ
Hosei University Repository
この判決の結果、法律の条約適合性審査、すなわち、条約を国内法に優位する法規範として適用して法律の条約適
合性を審査し、条約違反の場合には当該法律を不適用とする役割は、行政および司法裁判所に課されることになった。
しかしフランスでは、権力分立論に基づき、裁判所が法律の合法性を審査すること、またその結果、法律を適用しな
いことについて禁止されてきた。このことは、現在でも有効である前述の革命期の法律一七九○年八月一六’二四日
法律一○条において「裁判所は、立法権の行使に関して直接的にも間接的にも関わること、また立法府のデクレの施
行を停止しあるいは中断することはできない。それらの行為は、国王への反逆罪として処罰される」と定められてい
ることからも明らかである。そのため、破段院は憲法院判決から間もない一九七五年五月に法律に対する条約適合性
（釦）
審査を開始したが、国務院は従来通り「後法優位」、つまり法律が条約より後に制定されている場△ロには法律を条約
（別）
に優位するものとして適用するという判例を変更せず、長い間、国務院においてはヨーロッパ人権条約は法律に対し
て条約上の権利及び自由を保護する実効的な法規範として保障されなかった。国務院がこの原則を放棄し、法律の条
（艶）
約適合性審査を開始するのはヨーロッパ人権条約批准後一五年を経過した一九八九年のことである。この判例変更以
降、フランスでは、集中的な憲法裁判所型ではなく、どの裁判所においても、憲法ではなく条約によってではあるが、
フランス一一○○八年憲法改正後の違憲審査と条約適合性審査（｜）（建石）
一七
「条約に反する法律が、だからといって、憲法に反するというわけではない」（８口ｍ・巴
ら に対する条約の優越性は、相対的で偶然的な性格を示している。というのは一方で、条約の優越性は条約の適
用領域によって制約され、他方、条約の優越性は、相互適用という要件に従うからである。つまり、優越性の
実現は条約の署名国の態度やこの相互適用要件の尊重を評価すべき時期によって異なるからである」（８月。
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（
三
）
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
の
併
存
ｌ
裁
判
官
の
競
合
の
問
題
条
約
適
合
性
審
査
が
活
用
さ
れ
る
に
従
い
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
と
い
う
二
元
的
な
法
律
の
司
法
的
統
制
が存在すること、及びヨーロッパ人権裁判所判決の影響を理由とする、次のような問題が指摘されるようになる。
第一に、国内法の法的安定性が脅かされるという問題である。行政または司法裁判所での条約適合性審査において
法律が条約違反と判断された場合、判決の効力は個別的なため、当該事件にのみその法律が適用されない結果となる。
法律は一般意思の表明という性質を持つとされているため、通常の裁判官が法律を廃止することはできないからであ
る。したがって、国会が当該法律を改廃しない限り、条約違反と判断された法律が現行法として効力を持ち続ける。
訴訟においても、行政裁判所と司法裁判所が同一の判断に至ることは制度上は保証されないため、同じ法律に関して
（開）
行政および司法裁判所の条約適合性判断が一致しない場ムロも想定される。この場合には、市民にとっては、同一の法
の適用に関して裁判所によって異なる取り扱いを受けることとなる。
第二に、人権規範の解釈の不統一性の問題である。行政および司法裁判所は、ヨーロッパ人権裁判所による条約連
（別）
反判決を避けるため、人権裁判所の条約解釈を援用する傾向にある。この場△ロ、憲法上の類似の権利に関する憲法院
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
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市民から法律に対する統制を訴えることのできるアメリカ型違憲審査と類似の制度として人権救済が可能となった。
このように、裁判所の態度には粁余曲折があったが、ヨーロッパ人権条約に対する法律の適合性審査は、施行後の
法律に対する個人からの違憲の抗弁による違憲審査が存在しないなか、自らの権利保護のために現行法を条約違反と
し
て
訴
え
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
唯
一
の
制
度
と
し
て
活
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。
し
か
し
、
そ
れ
に
つ
れ
て
、
法
的
安
定
性
お
よ
び
憲
法
と
人
権
条
約
の
関
係
と
い
う
意
味
で
の
問
題
が
多
様
な
側
面
に
お
い
て
提
起
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
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第
三
に
、
憲
法
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
、
あ
る
い
は
憲
法
院
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
の
関
係
の
問
題
で
あ
る
。
人
権
に
関
し
て
、
憲法院の行う事前の違憲審査と行政および司法裁判所の行う事後の条約適合性審査が二元的に存在することにより、
制定前に憲法院によって合憲と判断された法律が、再度、制定後に行政および司法裁判所によって条約適合性審査の
対象となる可能性がある。この場合には、憲法院判決の述べるように「条約に反する法律が、だからといって、憲法
に反するわけではない」が、条約適合性審査の結果、当該法律が不適用になるという意味で、その可能性自体が違憲
審査を、すなわち憲法および憲法院の権威を相対化するものとなりかねず、憲法と条約の関係において憲法の優越性
（弱）
を確保できない危険性がある。これについては、学説では、広く並日及した「事後に」行われる条約適合性審査が、事
（船）
一別の愈法院に集中した審査に加わった問題については解決が必要であると指摘されている。違憲審査と条約適合性審
（師）
査の併存は、それぞれの規範の理論的な区別を超一えて、同一の「基本権に関する審査」であるという意味で革命期か
らの伝統的な法律の概念を修正し、場合によっては憲法裁判官とヨーロッパ人権裁判所裁判官の競合関係を生み出す
からで
あ
る
。
の解釈と乖離する場合に、もし乖離が大きく、また継続するなら、憲法とヨーロッパ人権条約の保護する権利の共通
性から鑑みて、フランスにおける人権規範の統一性が維持できなくなる危険がある。特にフランスでは、市民にとっ
て法律による人権侵害を訴える方法が条約適合性審査のみであるため、実際の訴訟において援用する人権規範はヨー
ロッパ人権条約をはじめとする人権条約となる。つまり、憲法の保護する権利および自由が、法律制定過程における
憲法院の違憲審査の場面のみに限定され、現実の社会における人権保障においては意味を持たなくなる可能性も否定
で夫｝ない。
こ
う
し
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
の
規
範
性
の
強
さ
の
理
由
と
し
て
、
背
後
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
に
よ
る
審
査
が
存
在
し
て
い
フランス二○○八年憲法改正後の違恋審査と条約適合性審査（｜）（建石）
一九
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（四）施行後の法律に関する違憲審査導入を目的とする憲法改正ｌ法律の絶対性の喪失と「基本権保障」の必要性
一九八九年七月一四日の革命記念日、ミッテラン大統領は、恒例の大統領のテレビ演説で、「全てのフランス人が、
（則）
基本権を侵害されていると認識する場ムロに憲法院に付託することを可能とする憲法改正を支持する」と述べている。
その後、一九九○年三月三○日、事前の抗弁による違憲審査を提案した憲法案が国民議会事務局に提出されたが、両
院の審議の結果、最終的に元老院で否決され改正には至らなかった。続いて、ヴデル（の『ａの一）の指揮する憲法改
正諮問委員会は、一九九三年三月一○日、憲法改正案を提出したが、この案は国民議会の反対で挫折した。そして今
回の一一○○八年の改正は、バラドュール（国・腰｝｝且貝）委員会によって一九九○’一九九一一一年の憲法改正案を主要
（腿）
な基礎とし、一一○○八年四月二一一一日に提出されたものである。
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ることは否めない。国内裁判所の審査で合憲と判断された法律が、ヨーロッパ人権裁判所の審査によって条約違反と
（鉛）
判断される可能性は、人権条約に対する憲法の優位を揺るがす危険がある。実際、一九九九年一○月二八日のの■］の‐
（則）
｜一口助医の一勺『且の一対フランス判決で、憲法院に合憲と判断された法律が初めてヨーロッパ人権裁判所で条約違反と判
（則）
断されている。この場〈ロ、憲法院は施行後の法律に関する違憲審査を行う権限を持たないため、ヨーロッパ人権裁判
所判決を尊重する場合は、当該法律が議会によって改正または廃止されるか、そうでなければ国内裁判所で適用しな
いことになる。憲法院の憲法解釈の優位を維持する場合は、条約違反状態を放置し、当該法律を適用し続けることに
なる。しかしこの場合には、国内裁判所の判断が、繰り返しヨーロッパ人権裁判所によって条約違反判決を受ける危
険性を持っている。こうした状況に対して、一九九○年代初期から事後的な違憲審査を導入する憲法改正の試みがな
さ
れ
て
き
た
。
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今回の憲法改正案が最終的に改正に至った理由について、元老院の「報告書」は、’九九○年とは異なる新しい状
（閑）
況として、法律に対する条約適〈□性審査の存在をあげている。すなわち、まず第一に、フランスの憲法史においては、
「
法
律
」
の
至
高
性
を
理
由
に
法
律
に
対
す
る
事
後
的
な
審
査
は
否
定
さ
れ
て
き
た
が
、
一
九
七
五
年
以
降
に
行
政
お
よ
び
司
法
裁
判
所
が
制
定
後
の
法
律
に
対
す
る
条
約
適
合
性
審
査
を
開
始
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
「
法
律
」
は
完
全
に
は
至
高
の
も
の
で
は
な
く
な
っ
た
。
一
九
九
○
年
の
時
点
で
は
そ
れ
は
ま
だ
定
着
し
て
い
な
か
っ
た
が
、
そ
の
後
の
経
験
に
よ
り
、
市
民
か
ら
の
法
律
に
対
す
る
条
約
違
反
の
訴
え
に
基
づ
き
行
政
お
よ
び
司
法
裁
判
所
が
条
約
適
合
性
審
査
を
行
い
人
権
条
約
に
よ
る
人
権
保
障
が
進
展
し
た
点
が
、
「
法
律
」
の
絶
対
性
を
失
わ
せ
、
Ｑ
Ｐ
Ｃ
の
導
入
を
容
易
に
し
た
と
す
る
。
第
二
に
、
憲
法
院
の
事
前
の
違
憲
審
査
、
事
後
的
な
条
約
適
合
性
審
査
で
も
、
な
お
基
本
権
保
障
に
関
し
て
は
不
十
分
な
点
が
あ
り
、
例
え
ば
、
憲
法
院
の
行
う
違
憲
審
査
は
対
象
と
な
る
法
律
が
一
九
五
八
年
憲
法
制
定
以
後
に
限
定
さ
れ
、
ま
た
申
立
権
者
が
政
府
構
成
員
と
議
員
と
限
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
全
て
の
法
律
に
関
し
て
違
憲
審
査
が
行
わ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
点
、
さ
ら
に
、
行
政
お
よ
び
司
法
裁
判
所
で
行
わ
れ
る
条
約
適
合
性
審
査
も
、
条
約
違
反
判
決
の
効
力
は
当
該
事
件
の
み
で
あ
り
、
条
約
違
反
と
判
断
さ
れ
た
法
律
が
無
効
と
さ
れ
な
い
点
、
ま
た
人
権
諸
条
約
の
保
護
す
る
権
利
と
憲
法
の
保
護
し
て
い
る
権
利
お
よ
び
自
由
の
内
容
が
必
ず
し
も
重
な
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
条
約
適
合
性
審
査
が
全
て
の
人
権
を
保
護
す
る
の
で
は
な
い
こ
と
などから、施行後の法律に対する違憲審査の必要性を説明している。最後の点については、国民議会における組織法
律制定に関する公聴会でマティウ（、．ｇ呉三のＥ）も、フランス法に特殊な原則として、ライシテや憲法院の解釈す
る
平
等
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
の
解
釈
と
は
異
な
る
）
を
挙
げ
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
に
基
づ
く
条
約
適
合
性
審
査
の
み
で
は
基
（倒）
本
権
保
障
が
十
分
で
な
い
点
を
指
摘
し
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
二
○
○
八
年
憲
法
改
正
後
の
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
（
｜
）
（
建
石
）
一一一
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ま
ず
、
憲
法
と
条
約
の
優
劣
関
係
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
法
律
に
対
す
る
審
査
は
、
憲
法
院
の
行
う
事
前
の
違
憲
審
査
と
お
よ
び
行
政
・
司
法
裁
判
所
に
お
い
て
施
行
後
の
法
律
に
対
し
て
行
わ
れ
る
条
約
適
合
性
審
査
の
二
つ
に
分
か
れ
て
お
り
、
制
度
的
に
、
制
定
後
の
法
律
に
関
す
る
憲
法
院
の
判
断
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
の
判
断
と
直
接
に
衝
突
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
Ｑ
Ｐ
Ｃ
は
、
制
定
後
の
法
律
に
関
す
る
統
制
と
し
て
、
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
と
の
二
つ
の
審
査
を
存
在
さ
せ
る
結
果
と
な
る
が
、
こ
の
場
合
、
憲
法
違
反
お
よ
び
条
約
違
反
の
抗
弁
を
市
民
か
ら
同
時
に
受
け
た
裁
判
所
は
、
ど
ち
ら
の
審
査
を
優
先
さ
せ
る
の
か
、
懲
法
六
一
’
一
条
か
ら
は
明
確
で
は
な
い
。
憲
法
院
で
の
違
憲
審
査
を
優
先
さ
せ
た
場
合
、
そ
の
後
に
条
約
適
合
性
審
査
を
行
う
こ
と
は
可
能
だ
ろ
う
か
。
もし可能とすると、類似の権利に関して、憲法院の行う憲法解釈と行政および司法裁判所の行う条約解釈が異なる場
合
も
推
定
さ
れ
る
。
逆
に
、
条
約
適
合
性
審
査
を
優
先
さ
せ
た
場
合
、
行
政
ま
た
は
司
法
裁
判
所
が
当
該
法
律
を
条
約
違
反
と
し
、
裁
判
所
で
不
適
用
と
す
る
な
ら
、
事
実
上
、
当
事
者
は
救
済
さ
れ
る
た
め
違
憲
審
査
の
必
要
性
は
少
な
く
な
り
、
憲
法
の
優
位
を
確
保
す
る
と
い
う
Ｑ
Ｐ
Ｃ
の
目
的
は
達
成
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
る
。
次
に
、
憲
法
院
を
優
先
さ
せ
た
場
合
で
も
、
Ｑ
Ｐ
Ｃ
に
お
い
て
も
、
従
来
と
同
様
、
憲
法
院
が
合
憲
と
判
断
し
た
法
律
に
関
し
て
、
さ
らに行政または司法裁判所においてヨーロッパ人条約違反という判決が出される可能性がある。例をあげるなら、婚
姻を定める民法規定が同性婚を認めない点を、憲法上の平等およびヨーロッパ人権条約上の平等に違反すると主張さ
こ
の
よ
う
に
、
Ｑ
Ｐ
Ｃ
設
立
の
背
景
に
は
、
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
の
併
存
に
よ
っ
て
法
的
安
定
性
が
損
な
わ
れ
る
と
い
う
問
題
が
存
在
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
Ｑ
Ｐ
Ｃ
の
設
立
は
こ
の
問
題
を
解
消
す
る
こ
と
を
目
的
の
一
つ
と
し
て
い
た
。
し
か
し
、
新
し
く
改
正
さ
れ
た
憲
法
六
一
’
一
条
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
と
の
関
係
で
、
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
の
競
合
関
係
を
完
全
に
解
決
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
（五）法的安定性の調整
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
二
二
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れた場合、最初に憲法院が合憲と判断し、次に行政または司法裁判所が条約違反と判断した場合、同法は当事者に関
して適用されないため、当事者は婚姻ができるのだろうか。この場合のように、合憲の法律が、行政または司法裁判
所におけるヨーロッパ人権条約違反という判決によって効力を失うという事態は、憲法と条約との関係における憲法
優位を維持できない結果となり、法的安定性という意味でも多大な混乱を生じる。
さらに、ヨーロッパ人権条約の場合には、行政および司法裁判所で法律が条約に適合するという判決を受けたため
に人権侵害が救済されないと判断した当事者には、最終的にヨーロッパ人権裁判所に申し立てる可能性が残されてい
る。そして、もしヨーロッパ人権裁判所が当該法律をヨーロッパ人権条約違反と判断した場合には、憲法院によって
合憲と判断された法律が、最終的にはヨーロッパ人権裁判所によって条約違反判決を受け、事実上、条約を適用する
行政または司法裁判所においては同法律の適用が不可能となる。このケースでは、憲法院とヨーロッパ人権裁判所と
いう二つの最終的な裁判所の競合関係において、ヨーロッパ人権裁判所の優位が明確になる可能性もある。
これまでは、人権規範の不統一性の問題に関しては、憲法院と行政または司法裁判所とがそれぞれ独立して解釈を
行う状態であり、実際の訴訟において行政または司法裁判所において適用される法規範が条約のみであったため、憲
法とヨーロッパ人権条約の間の権利および自由の解釈に関する相違が、同じ事件について明らかになることは少なか
っ
た
。
し
か
し
、
Ｑ
Ｐ
Ｃ
は
、
法
律
の
審
査
の
人
権
規
範
と
し
て
、
形
式
的
に
は
人
権
に
関
す
る
二
種
類
の
法
規
範
ｌ
憲
法
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ人権条約Ｉが同時に存在することを可能とした。これによって、制定法に関する審査が条約適合性のみであること
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ
る
憲
法
上
の
権
利
及
び
自
由
を
基
盤
と
す
る
法
的
不
安
定
性
と
い
う
問
題
は
解
決
さ
れ
る
が
、
反
面
、
二
つ
の
人
権規範は内容的に共通する部分が大きいため、憲法上の権利及び自由に関する恵法院の解釈がヨーロッパ人権裁判所
の行う同様の条約上の権利および自由に関する解釈に比べて人権保護に十分でないと判断されるなら、違憲審査が市
フ
ラ
ン
ス
二
○
○
八
年
葱
法
改
正
後
の
違
恵
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
（
一
）
（
建
石
）
一一一一一
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憲法院の事務総長は組織法律の解説において、もし司法及び行政裁判官が、問題となっている法律を条約適合性を
根拠に不適用とすることが可能であるという理由で違憲問題に関して憲法院へ移送することを拒否することが可能で
（一）二○○九年一二月九日組織法律制定過程における憲法院の優先
こうした新しい階層ｌヨーロッパ法が憲法に優位することＩを避けるために、二○○九年一二月に制定されたＱＰ
Ｃの組織法律は、この審査の重複に関して、憲法六一’一条が定めていないにもかかわらず、いかなる場合において
もまず憲法院への送付を優先させると定めた（二一一一’二条）。これは、ＱＰＣの優先性を明確にし、人権に関する規
範階層において憲法が最高法規であることを確保するためにも、二つの審査について違憲審査を優先させることを明
ら
か
に
し
た
も
の
で
あ
る
。
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
二四
民に活用されない結果となる。すなわち、人権規範という点で‐内容が共通するだけに、直接に人権保護の有効性が問
われることで憲法とヨーロッパ人権条約との競合関係は激しくなり、場合によっては、「ヨーロッパ法を頂点をし、
（髄）
次に憲法院、最後に残りの法律という新しい階層を要請する」結果となる可能性が予測されるのである。
このような事情から、二つの審査において憲法を優先させることは、ＱＰＣ制度を実際に運用するための組織法律
（師）
の審議の過程における、中心的な課題の一つであった。これについて組織法律制定のための一元老院での公聴会におい
て、憲法学者のカルヵッソンヌ（の．○四局８用。目の）は、「条約適合性審査に対する違憲審査の優越が必要。そうでな
（師）
いと憲法六一’一条は死産になってしまう」と表現している。
第二節違憲審査の「優先性ご国。Ｈ旨」の確保
Hosei University Repository
（
二
）
組
織
法
律
に
対
す
る
違
恵
審
査
同組織法律は、制定前に憲法院に付託され違憲審査が行われた。その付託理由の一つに、裁判所において違憲の抗
弁
と
条
約
違
反
の
抗
弁
が
同
時
に
行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
同
法
二
三
条
の
二
、
四
項
が
、
国
務
院
ま
た
は
破
段
院
に
お
い
て
、
あ
る
法律について、一方で憲法の保護する権利及び自由への適合性、他方で、国際条約に対する適合性について提訴され
た
場
合
、
憲
法
院
へ
の
移
送
を
優
先
す
る
と
定
め
る
点
が
、
憲
法
五
五
条
お
よ
び
八
八
条
の
一
に
反
す
る
点
が
あ
げ
ら
れ
て
い
た
。
憲
法
フランス一一○○八年恋法改正後の違恵審査と条約適合性審査（｜）（建石）
二五
（朗）
あるなら、二○○八年七月一一一一一日の憲法改正は一一一つの意味で失敗であると述べている。第一に、基本権の憲法的保障
と
、
人
権
条
約
に
よ
る
保
護
は
類
似
し
て
い
る
の
で
、
ほ
と
ん
ど
す
べ
て
の
違
憲
問
題
は
、
当
該
の
法
律
が
条
約
違
反
で
あ
る
た
め
に
不
適
用
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
理
由
に
放
棄
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
、
第
二
に
、
法
律
の
事
後
的
な
違
憲
審
査
の
創
設
は
、
憲
法
を
フ
ラ
ン
ス
の
法
秩
序
の
最
高
法
規
と
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
が
、
す
べ
て
の
国
内
裁
判
官
が
条
約
違
反
を
理
由
と
し
て
法
律
を
不
適
用
と
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
憲
法
の
尊
重
は
裁
判
官
の
前
に
は
提
起
さ
れ
な
い
こ
と
は
異
常
で
あ
り
、
条
約
違
反
が
、
憲
法
違反の障壁になるならば、「憲法は完全に二番目の規範となるだろう」こと、第一一一に、一一○○八年七月二一一一日の改革
は
、
国
務
院
お
よ
び
破
段
院
に
返
送
す
る
判
決
を
持
っ
て
、
憲
法
の
保
護
し
て
い
る
権
利
お
よ
び
自
由
に
反
す
る
法
律
を
無
効
と
す
る
権
限
を
付
与
し
、
憲
法
院
判
決
の
対
世
的
な
効
力
は
、
基
本
権
の
保
護
に
お
い
て
法
的
安
全
と
調
和
の
保
証
と
い
う
重
要
な
も
の
で
、
行
政
お
よ
び
司
法
裁
判
官
の
行
う
条
約
適
合
性
審
査
に
対
し
て
憲
法
院
を
優
越
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
で
あ
る
。
明
ら
か
に
こ
の
二
三
’
二
条
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
お
よ
び
Ｅ
Ｕ
法
に
対
し
て
、
国
内
の
人
権
保
障
に
関
し
て
は
憲
法
が
最
高
法
規
で
あ
る
と
い
う
規
範
の
（鯛）
階
層
を
一
示
し
て
お
り
、
こ
の
点
に
つ
い
て
、
サ
ル
コ
ジ
大
統
領
は
、
憲
法
院
に
お
け
る
演
説
に
お
い
て
「
訴
訟
の
再
国
有
化
」
と
表
現
し
ている。
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またヨーロッパ人権条約との関係でも同様に、憲法院の違憲審査の後に、当事者から同一の法律に関してヨーロッ
パ人権条約違反を理由としてヨーロッパ人権裁判所に提訴することも可能である。違憲判断は当該法律を廃止する効
力を持つため、違憲審査のあとに問題となるのは憲法院によって合憲と判断された法律である。ＱＰＣの優先を定め
たとしても、合憲の法律が、後にＥＵ司法裁判所またはヨーロッパ人権裁判所によって条約違反と判断される蓋然性
はＱＰＣによって増した可能性もある。しかしヨーロッパ人権裁判所については、近年の同条約の改革は、条約が国
内法制度を補完する性格のものであることを強調していることからも、合憲という判断がヨーロッパ人権裁判所によ
（Ⅶ）
ってさ宮らに審査されることがあるとしても、憲法判断の優先性は「調和的に実践されていくと思われる」という評価
もなされている。これに対して、ＥＵ法との関係については、組織法律が手続的に憲法院への優先を定めた｝」とは、
（花）
（ね）
ヨーロッパ連合司法裁判所の、百日のロＳ］判決および三の８口、『ずの判決との適合性が問題となる。これらの判決は、国
法
学
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林
第
一
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九
巻
第
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一一一ハ
院は、一一○○九年一二月一一一日、全体としての同法律を合憲とし、二一一一’二条四項に関しても合恵とする判決を出した。
すなわち「組織法を定めた立法者は、憲法を尊重すること及び国内法において恵法を最上位に置くことを望んだ」
（８口、．（）としつつ、他方で、優先性は、「憲法院への移送を決定した裁判所が、ＱＰＣの判決を適用した後に、法
律に対する、適法に批准され公示された条約または協定およびヨーロッパ連合の法規範の優越性、とその尊重を審査
することを制約するものではなく」（同）、この優先性は、違憲が提起された場合の順序を示すもので、「司法・行政
（刊）
裁判所が、法律に対する国際法およびＥＵ法の優位を尊重する権限を制約する目的も効果も持つものではない‐一と述
べ、憲法五五条、八八’一条の侵害でないとした。したがって、組織法律一一三’一一条四項は、違憲審査と同時に申し
立てられたＥＵ司法裁判所への先決問題の移送を、憲法院の違憲審査の後に行うことを妨げるものではないことが明
ら
か
に
な
っ
た
。
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新しいＱＰＣ制度は二○’○年三月一日から開始され、四月一四日に最初の移送を受け、五月一一八日に最初の判決
が
出
さ
れ
て
い
る
。
二
○
｜
一
年
二
月
二
八
日
ま
で
の
一
年
間
の
判
決
の
動
向
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
まず、裁判所における違葱の抗弁数については、市民は、違憲の抗弁を行政裁判所または司法裁判所において第一
審からいずれの時期においても主張することができるが、一年間で行政・司法裁判所の第一審、控訴審において市民
（脚）
からなされた違憲の抗弁は憲法院院長の報生ロによれば約二○○○件である。次の段階として、第一審および控訴裁判
（両）
所が違憲の抗弁が要件を満たすと判断し、国務院または破毅院に移送した件数は五二七件である。その》つち国務院ま
たは破設院の移送判決に基づいて憲法院へ移送されたのは一二四件と約四分の一である。国務院および破段院からの
憲法院への移送判決の内容は表一のとおりである。
内法に関する違憲判断は、憲法裁判官への付託を義務づけるという理由によって、国内裁判所は、条約によって課さ
れている解釈問題またはヨーロッパ共同体法の適法性の問題をヨーロッパ連合司法裁判所に付託する権限および義務
を
奪
わ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
述
べ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
組織法律は、各裁判所に対して、違憲の抗弁が提起された場合には、条約適合性の審査に優先して憲法院に付託す
るとして、憲法院の合憲性の判断を優先させたが、しかし、国務院および破段院は、法律の条約適合性審査を行う最
終審裁判所であり、憲法判断の後に条約適合性審査を行うか否かは各裁判所の判断に委ねられている。
第
二
章
約
一
年
間
の
Ｑ
Ｐ
Ｃ
判
決
に
お
け
る
条
約
適
合
性
審
査
の
影
響
フランス二○○八年恵法改正後の違恋審査と条約適合性審査（｜）（建石）
一
一
七
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できる。ヨーロッパ人権条約の場合、フランス憲法と保障している人権は同質だが、全
く同一というわけではない。憲法上の権利と比較すると、ヨーロッパ人権条約は、無罪推定原則、メディアの表現の
自由、外国人の権利、公正な裁判の分野で優れた基準を示す傾向にある。逆に、フランス憲法は、経済的、社会的権
利において優れている。また、ヨーロッパ人権裁判所は、ヨーロッパ人権条約は国内の人権保障を補完するものと位
置付けており、その意味で、法的な不安定性は人権規範についての法の循環性をもたらし、人権保障にとって有意義
表Ｉ 国務院・破殴院からの憲法院への移送判決（単位件）
俵
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
(ConseilconstitutionneLMars2011:BilandelaQPCauler
mars2011より作成）
第
三
号
二八
憲法院における違憲審査の内容は、｜年間の判決数は八三件、そのうち合憲判決は四
五件（約五六％）、違憲判決（全部違憲一四件、一部違憲七件、留保つき合憲九件）は
（巧）
一一一○件（一一一四％）、免訴が八件であり、過半数が合憲判決であった。憲法院における八
三件の判決の対象となった法律のうち、最も多いのは刑事法（一七件）および税法（一
八件）であるが、そのほかにも社会法、年金法、選挙法、商法、財産法、家族法など多
様な領域について提起されている。そのなかで比較的注目を集めたと思われる判決は、
前述の憲法院院長の報告によれば個人的自由、刑事法、刑事訴訟法に関連するもので、
それぞれ警察留置に関する口。．ｇ」〒一一へ笛ので○：ｇ］巳一一の《９ｓ・税関留置に関する
日。．ｇ」？‐旨ので○：旨⑫の已一の日宮の９ｓ・同意のない強制入院措置に関する、ｇ」〒ご］
の団○」巨思二○ぐのヨヨの９ｓ・の一一一つであるという。
ＱＰＣの創設に当たって、特に違憲審査と条約適合性審査の競合という観点から法的
安定性が懸念されていたが、しかし、反面、人権保障という観点からは、国内法によっ
ては保護されない権利が、人権条約によって保護される可能性を示すと評価することも
恵法院へ移送 憲法院へ移送せず 計
国務院 5９ 163 222
破段院 6５ 240 305
計 124 403 527
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国務院は、四月一日、「年金凍結（Ｃ鳥区一尉昌○二』の⑰己のロ⑩－．口⑩）」に関する次の四法律、一九六○年度予算に関す
る一九五九年一一一月二六日法律七一条、一九八一年度修正予算のための一九八一年八月一一一日法律一一六条、二○○二年
度修正予算のための一一○○二年一二月一一一○日法六八条、二○○七年度修正予算に関する二○○六年一二月二一日法律
（耐）
一○○条、に関する違憲審査を憲法院に移送する決定を下した。
年金凍結法とは、フランスにおいて、第二次世界大戦後、植民地の独立を背景として、旧植民地であるベトナム、
カンボジア、ラオス国籍の軍人に対する軍人年金を定める一九五八年一二月三○日オルドナンス一七○条を改正し、
年金の増加を防ぐために制定された一九五九年一二月一六日法律七一条に端を発している。同法は、旧植民地出身者
の受給する年金を、’九六一年一月一日以降、「年金もしくは手当の変更時における現行額を基準にフランで計算さ
れた」、「年単位の手当金」に変更するものである。これは、手当金の支給額を変更時の額に凍結（目印区一一ｍ：：）
するため、賃金スライド制が適用されるフランス人に比べ低額となる。
フランス一一○○八年懸法改正後の述愈審査と条約適合性審査（｜）（建石）
二九
であると考えることもできる。実際のＱＰＣの審査において、こうした問題は提起されたのだろうか。これに関して、
次に二○一○年一一一月一日から二○一一年一一月二八日までの一年間の判例の中から、特にヨーロッパ人権条約との関係
が影響していると思われる判決を取り上げて、違憲審査と条約適合性審査の競合が法的安定性及び人権保障にどのよ
うな影響を与えているのかについて検討する。
（
ご
事
件
の
背
景
国
務
院
は
、
四
月
第一節条約適合性について国務院とヨーロッパ人権裁判所の判決が異なっている法律に関するＱＰＣ
（市）
ｌ「年金凍結法」における「国籍条項」のムロ憲性
Hosei University Repository
定された。
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同法は、凍結を「国籍要件」に基づき、主権の変更による国籍喪失が年金権の喪失をもたらすこと定める「退職文
官および退役軍人の年金法」Ｌ舶条による年金の無資格者への対策として導入されたが、旧植民地の独立国が増加す
（ね）
るに従い対象者も増えていった。またアルジェリア国籍の旧フランス軍人に関しては、一九八一年法二六条は、一九
六二年のアルジェリア独立に関する一九六二年三月一九日の原則宣言一五条と一般的な凍結法とを調整する目的で制
これらの法律については、年金受給におけるフランス国籍者と旧植民地出身者との間、また旧植民地出身者の間に
も不平等な取扱いがなされていると指摘され続けてきたが、この問題に関する裁判的な救済は、法律に対する事後的
な違憲審査が存在しなかったことと、一九八一年にヨーロッパ人権条約の個人申立制度および国際人権規約の個人通
報制度を受諾したことから、人権条約違反を理由とする訴訟での権利保護が求められてきた。
（帥）
まず、一九八四年にセネガル人一元フランス兵士七四一一一名によって国際人権規約委員会への個人通報がなされ、’九
八九年四月三日、同委員会は訴えを認め規約二六条（差別禁止）違反を認定する決定を下した。しかし、この決定に
（別）
対して、国務院は、「年金権は、政治的、市民的権利に関する国際人権規約の管轄にはない」として、同委員今云の決
定
を
実
施
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
ところがヨーロッパ人権条約との関係では、国務院は、同法に関するヨーロッパ人権条約との適合性審査において、
（躯）
二○○一年一一月一一一○日判決（ロ・で判決）で、同法を条約違反とした。同判決は、「国籍要件」に基づく年金の「凍
結」は、年金に関して国籍を理由とする異なる取り扱いを設けるものであり、当該法律の目的に照らして客観的、合
（鯛）
理的に正当化し一えないとして、ヨーロッパ人権条約第一議定書一条と併せた一四条（平等）に違反すると判断したも
のである。この国務院判決は、年金という社会権に属する権利を、社会権の権利性ではなく財産権と併せた平等とい
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国務院の一一○○一年判決を受けて、国会は二○○二年度予算を修正する一一一月三○日法六八条において年金の「凍
結」を解除（烏目⑫区一］切目目）し年金を再評価することを定めたが、生活水準の違いへの配慮を根拠とした「居住
地要件」は残した。しかし実際には、｜「居住地要件」はフランス人に対しては適用されず、居住地がどこであれフラ
ンス人には国籍によって年金額が決定されており、この点が批判され、再度、国務院へ提訴された。
国務院は、この二○○二年に改正された法律に関して、二○○六年、「居住地要件」、および二○○二年法が施行さ
れた二○○二年一月一日以前に係争中の訴訟に関して同法の遡及的な適用（したがって一九五九年法に関してヨーロ
ッパ人権条約違反という理由で提訴することが禁止される）について、再びヨーロッパ人権条約との適合性を審査し
（蹄）
た。国務院は、二○○六年七月一八日の判決で、改正された条項の．つち「居住地要件」は国の裁量の範囲であるとし
てヨーロッパ人権条約一四条および第一議定書一条に適合すると、他方、遡及的な適用を定める規定に関しては、ヨ
ーロッパ人権条約六条の定める公正な裁判を受ける権利を侵害するとした。
フランス一一○○八年憲法改正後の違恋審査と条約適合性審査（｜）（建石）
一一一一 （Ｍ）
う枠内で判断したものである。この判断の背景には、ヨーロッパ人権裁判所の一九九六年の。⑤肩乞い宮Ｎ判決が、社
会保障（失業保険）における国籍要件を、第一議定書一条（財産権）と併せて解釈される一四条（平等）に違反する
と判断したという事情がある。
ヨーロッパ人権条約は主として自由権的権利を対象としているため、社会権的権利に関しては直接に条約の保護す
る権利の侵害として審査することができない。しかし、ヨーロッパ人権裁判所は、社会権は自由権の前提条件と位置
付け、権利自体を問題とするのではなく、の凹漏扁巨判決は給付を財産権と位置付けたうえで、財産権に関する差別
を審査するという論理で判断している。国務院は、口：判決でこの解釈を援用するとともに、その後の判決でも繰
（鰯）
り返している。
Hosei University Repository
本件ＱＰＣに至った行政裁判所における違憲の抗弁は、アルジェリア人の未亡人によって提起されたもので、一九
八一年法二六条および二○○二年法六八条による「凍結の解除」にもかかわらず多数の人々の間の不平等が解消され
ていないこと、二○○七年法一○○条の定める手当に関する「凍結の解除」は、文民および軍人年金支給権者には適
用されず平等原則に反するというものである。国務院は、ヨーロッパ人権条約との適合性について、自らの二○○一
年のロ。ご判決においては「国籍要件」を平等原則違反としたが、二○○六年判決では「居住地要件」は「裁量の範
囲」で条約に適合すると判断し、その後はフランス人と外国人の間の不平等を解消するため法的介入は行なわれなく
なった。しかしこれに関しては、国四一』の（出陣目の四目・骨○号｜巨耳の８口ロの』の⑰＆助圓目口凰・ロ⑩）からも批判を受けて
（師）
争中であった。 法学
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林
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巻
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国務院判決の翌年の二○○七年、この問題を扱った映画（一［ロ＆ぬ目のの薯）が旧フランス植民地のアフリカの複数の
国における年金の差別問題を描いたことにより社会的に批判が高まり、大統領の決定によって、再度、二○○二年法
に関する改正が行われた。新しい二○○七年法律は、国籍による異なる扱いを解消するものであったが、戦闘に関わ
った軍人に対する障害年金のみを対象とし退役年金は排除するなど、平等という意味では不十分なものであった。
以上のような段階的な法改正によっても、「国籍要件」による異なる扱いは、フランス人と外国人のみならず、外
国籍の人々の間でも国によって適用時期が異なるなどで見られ、また「居住地要件」に基づくフランス人と外国籍の
人々との間の支給額の大きな差も解消されなかった。二○○六年の国務院判決が「居住地要件」を条約に反しないと
判断したため、二○○七年以降、ヨーロッパ人権裁判所へ同法の条約違反を理由とする提訴が複数なされ、同法に関
する違憲の抗弁が国務院になされた二○一○年四月の時点で、未亡人の提訴による三件がヨーロッパ人権裁判所に係
（躯）
いた。
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（二）同じ居住地におけるフランス人と外国人に関する国籍による異なる取り扱いと平等原則
まず、憲法上の平等規定について、憲法院は、’七八九年人と市民の権利宣言六条に基づき、「平等原則は、立法
者が、異なる状況に対して異なる方法で立法すること、一般的利益を理由とする平等を侵害する一」とを、その異なる
取り扱いが立法目的と直接に関連する結果である限りにおいて、禁じるものではない（８口⑪．＄」としたうえで、’
九八一年八月一一一日法一一六条および一一○○二年一二月三○日法六八条の合憲性に関して、両条項は「退職文官または退
役軍人の年金受給資格を、当該権利が発生した時点での外国における居住に従い、国の公役において遂行した任務に
よってその条件を保証するものであり、退職文官または退役軍人年金法典の定める要件とは異なる要件での再評価を
定めるもので、同じ外国に居住するフランス国籍を有する者とは異なる取り扱いを存続させるものである」とする。
そのうえで、「立法者は、実質所得が異なることを考慮し、居住地による扱いの違いを根拠づけることができるが、
法律の目的から、同じ外国に居住する場合、国家または公益施設法人の予算から拠出される退職文官または退役軍人
年金の受給資格に関して国籍に基づく違いを設けることはできない。したがって、両条項は、平等原則に反する
フランス一一○○八年恋法改正後の違憲審査と条約適合性審査（｜）（建石）
一一一一一一
このように条約適合性判断が先行するという背景から、国務院の憲法院への移送決定に関して政府委員クーレージ
ュ（Ｐ○・胃の、の⑩）は、「確かに、違憲審査と条約適合性審査を同一視することはできず、一方によって与えられた
答えを他方に移すことはできず」、たとえ「憲法上の平等原則が、ヨーロッパ人権条約の解釈と、内容的に、変わら
ない」としても、と説明している。
憲法院は、ＱＰＣの判決第一号として、五月二八日、上記の法律のうち、’九五九年一二月二六日法律七一条はア
ルジェリアに適用されないとして排除し、三法律に関して次のような判断により憲法違反の判決を下した。
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（三）アルジェリア国籍者と他国籍者との間の異なる取り扱いと平等原則
さらに二○○六年一二月二一日法一○○条に関して、「一九八一年八月三日法二六条および一一○○二年一二月一一一○
日法六八条の廃止は、アルジェリア国籍者を、二○○六年一二月二一日法の適用領域から排除する目的のものである。
結果として、傷病および退役に関する軍人年金受給資格者の間に、アルジェリア国籍、他の国籍、かってフランス連
合または共同体に属する国、又はフランスの保護下もしくは信託統治下にあった地域若しくは領土の国民によって、
国籍を理由とする違いをもたらした。この違いは、フランス人であれ外国人であれ退役軍人に支払われる手当の平等
の回復を目指す法律の目的に照らし、正当化されない。したがって、二○○六年一二月一二日法一○○条は平等原則
に反すると宣言されなければならない（８コの．Ｂ）」と、同じく違憲と判断している。
また同違憲判決の効力については、「上記の三つの法律の廃止は、アルジェリア国籍以外の、外国籍の受給権者を、
二○○二年法律の施行より以前の規定にもとづく国籍を理由とする不平等状況に戻す結果となる（８口の．届）」とし
（胡）
て、立法者が違憲部分を改正し、上記規定を廃止する期限を一一○一○年一二月一一一一日とした。
法
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（８■ｍ・巴」として違憲と判断した。
ここでは憲法院は「居住地要件」それ自体については憲法に反しないと判断しており、この点は、国務院の二○○
六年判決が、二○○二年法六八条の定める居住地要件はヨーロッパ人権条約第一議定書一条および条約一四条に反し
ないとする判断と同様である。しかし、他方、憲法院は、同じ外国に居住する場合は、「国籍に基づいて」退職文官
または退役軍人年金の受給資格に関して違いを設けることを憲法上の平等原則に反するとしたが、この点は、国務院
が「裁量の範囲」を理由にヨーロッパ人権条約に適合すると判断した内容とは異なっている。
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本判決は精神疾患患者に対する「同意のない入院措置」を定める公衆衛生法に関するものであるが、同法に関して
は、すでにヨーロッパ人権裁判所による五件の条約違反判決が存在し、さらに本判決の八日前の二○一○年二月一
八日、ヨーロッパ人権裁判所が同法に関する六回目の条約違反判決を出している。憲法院は、これらの条約違反判決
を背景として違憲審査を行うことになった。また、さらに憲法院判決後、二○一一年四月一四日に、ヨーロッパ人権
裁判所は再度、同規定に関して条約違反判決を下している。これによって、再度、合憲の法律が条約違反という状態
フランス二○○八年恋法改正後の違恵審査と条約適合性審査（｜）（建石）
三
五
この判決は、原則として旧植民地出身者の退役軍人年金に関する国籍を基準として算定を変えること、およびアル
ジェリア国籍者に対する異なる取り扱いは、憲法上の平等原則違反であり禁止するものである。この問題は、一九五
九
年
以
来
五
○
年
に
及
び
提
起
さ
れ
て
き
て
お
り
、
二
○
○
二
年
法
の
適
法
性
も
、
行
政
裁
判
所
に
お
け
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
へ
の
条約適合性の審査の枠組みでは決定的な解決に至らなかった。旧植民地出身者に対する年金凍結法の不平等待遇は、
主権を喪失する際の当該国との条約や、外国人に対する社会権の問題という面も有するが、フランスが、すでに二○
○二年法および二○○七年法で、旧植民地出身者の退役文官および軍人に対する年金権を認めているために、今回の
違
憲
審
査
で
も
、
同
様
の
問
題
に
関
す
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
の
審
査
枠
組
と
同
様
、
平
等
原
則
と
財
産
権
と
し
て
審
査
す
る
こ
と
が可能となったといえる。なお、申立人の抗弁にあったが憲法院の違憲審査がなされなかった、そもそも旧植民地出
身
者
に
対
す
る
年
金
「
凍
結
」
を
定
め
た
一
九
五
九
年
一
二
月
二
六
日
法
律
七
一
条
の
提
起
す
る
問
題
は
残
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
（
二
事
件
の
背
景
第
二
節
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
で
条
約
違
反
と
判
断
さ
れ
て
い
る
法
律
に
関
す
る
Ｑ
Ｐ
Ｃ
ｌ
「
同
意
の
な
い
入
院
措
置
」
を
定
め
る
公
衆
衛
生
法
の
合
謹
Ｉ
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同意のない入院措置を定める公衆衛生法に関する憲法院の違憲審査は、ＱＰＣのなかでもかなり注目された審査と
言える。それは、まず、個人の自由を奪う「同意のない入院措置」の手続きが司法判断を欠いていることの違憲性に
（塊）
ついて、既に多くの論者に指摘されていること、さらに二○一○年五月五日に、政府が国会に対して精神疾患による
反を主張していた。
（肋）
国務院は、二○一○年九月一一四日決定により、公衆衛生法の八か条（屈巴」－，．国函］］－艮日・旨届－］・田・患』函１画》Ｂ・
笛］』Ｉ山・田・旨届Ｉ←》田・患］図Ｉ『・田・旨呂Ｉ］）が憲法の保護する権利及び自由に適合するか否かに関する違憲審査を憲法
院に移送した。これらの八か条は、一九九○年六月二七日法（固く冒法）として、精神病に関する一八一一一八年六月一一一
○
日
法
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
制
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
（則）
精神治療に関しては、フランスは、狂気をいち早く「病」として治療という医療枠組に位置づけた最初の国で．あり、
一八三八年に制定された「精神病者に関する法律」は、任意入院および職権入院に関する行政的な手続きを定め、さ
らに患者の権利回復のための退院請求を裁判に訴えることを認め、ヨーロッパにおいてモデルを示したとされる。
同法を部分的に改正した一九九○年六月二七日法は、強制的な入院措置に関して二つの異なる手続きを定めている。
まず、三二一二の一条の定める「第一一一者の要請による入院措置」、すなわち精神疾患にり患している人についての医
学的な必要性による入院措置である。次に、一一一二一三の一条の定める「職権入院」は、知事または市長の命令によっ
て、他者の安全および公共の秩序の維持を根拠とするものである。違憲の抗弁を行った提訴者は、第三者の要請によ
る入院措置についての要件、および同意なしで入院措置を受ける当事者の権利保護が不十分である点に関して憲法違
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
が出現している。
一一一一ハ
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（二）第三者の要請に基づく同意のない入院措置手続き（合憲）
まず、第三者の要請による病院施設への患者の受け入れに関して、公衆衛生法一一一一一一二－｜、’一一一一一一一－一一、一一一一一
一二’四は、原則として本人の同意がなければ入院させられることはないとしつつ、以下の要件を満たす場合には同
意
が
な
い
場
合
に
で
も
入
院
を
認
め
る
も
の
で
あ
る
。
実
体
的
な
要
件
と
し
て
は
、
第
一
に
、
疾
患
に
よ
っ
て
同
意
が
不
可
能
で
あ
る
こ
と
、
第
二
に
、
患
者
の
状
態
が
、
緊
急
の
治
療
お
よ
び
病
院
に
お
け
る
継
続
し
た
看
護
を
必
要
と
し
て
い
る
こ
と
、
第
三
に
、
入
院
の
要
請は、患者の家族から、あるいは患者の利益ために行動しうる人物からであること、の三要件である。他方、形式的
な要件としては、第一に、入院を要請する人が自筆、署名した文瞥によること、第二に、医師によって一五日以内に
作成された二通の入院加療必要証明書、うち一通は当該病院施設以外に所属する医師による、患者の精神の状態およ
び
同
意
な
し
に
入
院
加
療
す
る
必
要
性
を
証
明
す
る
も
の
、
二
通
目
は
、
受
け
入
れ
病
院
の
医
師
に
よ
る
も
の
で
、
第
一
通
目
の
医
師
の
診断書を確認するものである。第三に、受け入れ病院施設の責任者による、’五日間の入院の承諾の一一一要件である。
さ
ら
に
、
入
院
後
二
四
時
間
以
内
に
、
受
け
入
れ
病
院
の
精
神
科
医
に
よ
っ
て
入
院
の
必
要
性
が
確
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
フランス一一○○八年憲法改正後の連通審査と条約適合性審査（｜）（建石）
三
七
入院患者の権利と保護に関する一九九○年六月二七日法の改正案を提出していたこと、また憲法院にこの事件が係争
中であった二○一○年一一月一八日に、ヨーロッパ人権裁判所が、フランスに対する事件で、同法が「実効的な裁判
（兜）
の権利」を保護していないとして条約違反判決を出したか壱ｂである。この判決は、同法の定める手続では、当事者が
強制入院措置の決定が非合法である旨の行政裁判所の取消判決を得た場合でも、司法裁判官から即時退院の命令を得
ら
れ
な
い
と
い
う
状
態
を
改
善
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
点
が
、
条
約
違
反
と
判
断
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
このような背景のなかで、憲法院は、同意のない入院措置に関する初めての憲法判断を下した。
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（三）第三者の要請に基づく同意のない入院の延長手続きにおける司法裁判官の介入の欠如（違憲）
入院の延長の手続きに関しては、公衆衛生法三一一一七の七条は、入院後一五日という期限の三日前に、患者は病院
の精神科医の診断を受け、医師は、疾病の治癒具合および入院を必要とする要件が継続しているかについての所見を
記した診断轡を作成し、この診断書に基づき、病院の責任者は一か月を限度として入院の延長を定めることができる
法
学
志
林
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八
こうした精神疾患を理由とする同意のない入院措置は、当事者の自’由を強制的に剥奪するものであり、憲法院は、
この場合に尊重しなければならない憲法上の権利として、憲法六六条に基づく次のような原則を尊重しなければなら
ないとする。すなわち個人的自由は、必然性のない厳格さによって制限されてはならず、したがって、立法者には、
。方で精神疾患患者の健康の保護および権利と憲法的価値の原則保護にとって必要とされる公共の秩序に対する侵
害の予防、他方で、憲法によって保護された権利の行使との間の調整が課されている。ここでいうところの憲法によ
って保護される権利とは、例えば一七八九年人と市民の権利宣言二条、四条によって保護されている往来の自由、私
生活の尊重であり、さらに憲法六六条は、個人的自由の保謹を司法権に委ねている。これらの自由の行使に対する制
約は、制約の目的に照らし適切なもので必要性および比例性を有していなければならない（８コ②・扇）」とする。
こうした憲法上の要請から照らし、第三者の要請による入院に関する上記の公衆衛生法の諸規定は、「患者の状態
にとって適切で必要性があり比例性をもっている場合にのみ実施される（８口、．＄）」ことを確保する性質のもので
あるとし、さらに、憲法六六条が、全ての自由の剥奪は司法権の統制のもとに置かれなければならないとしても、司
法権が、全ての自由の剥奪措置についての事前の審査を課すものではない（８コの。ｇ）と述べ、憲法に適合すると結
論付ける。
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とする。｜か月後にさらに入院を延長するには、同様の手続きによって一か月を限度に入院を延長することができる。
憲法院は、「個人的自由は、裁判官が可能な限り最も短い期間で介入しないならば、その保護を維持することがで
きない（８局・畠）」とし、同意のない入院措置を初期の一五日以降も司法裁判所の介入なしに維持しうると定める
（則）
公衆衛生法屈②『は、憲法六六条の要請に違反しており、また、同規定においては、司法裁判所の裁判官が精神疾患
患者を受け入れている施設を定期的に視察する義務も課さず、また入院措置の無効あるいは終了を請求するために利
用しうる司法的な不服申し立て制度も十分ではないことから、「公衆衛生法屋召条の適用において、同意のない入
院措置の継続を、憲法六六条の要請を満たすような条件において司法裁判権の審査に付すことを定めるいかなる法的
な規定もない（８口ｍ・忠）」ことから、同条は憲法に反するとしている。
（四）同意のない入院措置を受けた患者の権利（合憲）
「人間の尊厳」に関しては、公衆衛生法屈思Ｉ堕条は精神疾患を理由として同意のない入院措置を受けている人に
関して、「全ての状況において、入院措置を受けている人の人間の尊厳は尊重されなければならない」と定めており、
その監督は医療者及び行政権および司法権の権限に属し、法律の適用におけるこれらの要請の違反は、それ自身、法
律の規定を違憲としうるような効果を持つものではない（８房・＄）と述べる。
（五）同意のない入院措置の司法的統制に関する裁判所の二元性と実効的な裁判（合憲）
フランスにおいて、同意のない入院措鼠の合法性に関して裁判によって争う方法として、これまでの判例では、行
政裁判所は精神病にり患している患者の入院措置決定の形式的な合法性に関して審査する権限を有し、他方、入院決
フランス一一○○八年葱法改正後の遵懲審査と条約適合性審査（｜）（建石）
三
九
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（六）即時退院手続きに関する司法裁判所に対する「迅速な裁判」の要請（留保つき合憲）
同意のない入院措置を受けた患者の即時退院に関する手続きに関しては、公衆衛生法一一一二一一の二条は、何人も、
第三者または職権によって同意のない入院措置を受けている人は、いつでも、即時退院の決定を得るために、大審裁
判所の「自由と勾留判事（］Ｅ、の』の⑰一一ケの司芯：註皀詳自：ロ）」に訴えることができると定める。また、この訴えは、配
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
四
○
（蝿）
定やそこか雲ｂもたらされる結果が十分に根拠のあるものかの審査は司法裁判所にのみ属するとされている。すなわち、
行政裁判所は、同決定の形式的合法性（形式と警察機関の権限）に関して審査し、司法裁判所は、知事の入院決定の
法的根拠の正当性（個人の健康状態と措置との比例性）を審査するのである。このような裁判機関の分立は、県知事
の
入
院
措
置
決
定
に
対
す
る
不
服
申
し
立
て
を
複
雑
に
し
て
い
る
。
こ
の
問
題
に
関
し
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
は
、
裁
判
所
の
権
限
の
分
立
に
関
し
て
、
「
勾
留
の
適
法
性
お
よ
び
勾
留
が
不
法
な
場
（妬）
〈ロにおける釈放について決定する裁判所の判決を得ることを不可能としている」点が、迅速に裁判官にアクセスする
権
利
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
五
条
四
項
）
を
侵
害
す
る
と
し
て
い
る
。
憲法院は、まず一七八九年人と市民の梅利宣言一六条から「実効的な裁判を受ける権利」を引き出し、行政裁判所
と
司
法
裁
判
所
の
間
の
権
限
の
分
立
に
関
し
て
は
、
行
政
裁
判
官
の
行
政
上
の
公
権
力
の
決
定
の
合
法
性
に
つ
い
て
判
断
す
る
権
限
は
正
当
な
も
の
で
あ
り
、
こ
の
裁
判
権
に
関
す
る
二
つ
の
秩
序
に
つ
い
て
は
憲
法
も
認
め
て
い
る
と
す
る
（
８
口
⑫
・
誤
）
。
反
面
、
同
意
の
な
い入院措置の合法性について判断する行政裁判官の権限は、司法裁判官が「自由の剥奪の必要性に関して判断するこ
とを制限するものではない（８コの・召）」と述べ、二元的な裁判所秩序については憲法に反しないとしつつも、行政
裁
判
所
の
判
決
如
何
に
関
わ
ら
ず
、
司
法
裁
判
所
が
入
院
措
置
を
終
了
さ
せ
る
こ
と
も
認
め
て
い
る
。
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しかし、訴えを提起することには困難がないとしても、同規定は裁判官の判決の期限を設けていない。この点に関
しては、すでにヨーロッパ人権裁判所が、判決の迅速性は裁判を受ける権利の要素の一つと解釈しており、同条約五
条四項に基づき、フランスに対して、同意のない入院措置を受けた患者に関する即時退院手続きが長期間にわたる事
（師）
例について、何度も条約違反判決を下している。
憲法院も、これらのヨーロッパ人権裁判所判決を背景として、次のような解釈留保を付した。すなわち、自由を剥
奪する措置に関しては、「実効的な裁判的救済を受ける権利は、司法裁判官が、即時退院を請求された場合、入院患
者の健康状態についての補完的な情報データを収集する必要性を考慮しつつ、可能な限り『短い期間内一の、已旨、耳の〔
忌一巴』に決定することを要請（８局・＄）」しており、公衆衛生注げ，圏⑦－四条および田・韻一条は、この要請という留
保
の
も
と
で
、
憲
法
に
反
し
な
い
と
す
る
。
判決の効力発生（違恵とされた規定の廃止）については、違憲とされた規定を判決の公刊と同時に廃止した場合、
健康の保護と公共の秩序維持を侵害する結果となるため、立法者に課される一九九○年六月二七日法の改正の期間を
（肥）
一一○｜｜年七月一二一日とした。
偶者、内縁配偶者、後見人、財産管理人または患者の利益のために行動しうる第三者によって行うことができるとす
以上のように、憲法院は、公衆衛生法の「同意のない入院措置」規定に関する初めての憲法判断において、精神障
害者に対する同意のない入院措置は、強制的な自由の剥奪という意味で憲法六六条にもとづく司法裁判所による統制
が不可欠であることを明らかにした。そのうえで、入院の「延長」措置において司法裁判所による判断手続きが欠け
フランス一一○○八年憲法改正後の違遜審査と条約適合性審査（一）（建石）
四一
る
。
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（
七
）
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
二
○
’
○
年
二
月
八
日
判
決
二○一○年二月一八日、ヨーロッパ人権裁判所は、「職権入院」措置に関する審査において、勾留の合法性を定
めるヨーロッパ人権条約五条一項違反、国内裁判所間の権限分立が実効的な救済を定める同条約五条四項違反、「直
ちに耳の亘堅巴」裁判を受ける権利を定める五条四項違反という判決を下した。
この事件の申立人は、一九七五年に懲役二○年の判決を受け、一九八三年からは病気の重さを理由として第一回目
の職権入院措置を受けた。その後短期間の退院ののち、一九九八年、知事命令により一か月の入院措置が取られ、こ
の入院措置は継続して繰り返され提訴時まで続いている。申立人は、一九九八年以降、全ての法的手段により措置解
除の請求をしてきたが、行政裁判官による強制入院措置の非合法性が繰り返し確認されたにもかかわらず強制的入院
措置の解除を得るにいたっていないため、ヨーロッパ人権裁判所へと提訴した。
まず、勾留の合法性に関して、ヨーロッパ人権裁判所は、ヨーロッパ人権条約五条一項が自由の剥奪に関しては
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
四二
ている点を六六条違反とした。しかし「即時退院」請求に関する法的判断が、行政裁判所と司法裁判所との二系統に
分かれている点については合憲としたが、退院を決定しうる司法裁判所の判決に期限を設けていない点については
「可能な限り短い期間」という留保をつけている。
二○○二年以来、この公衆衛生法における「同意のない入院措置」の適法性の問題は、ヨーロッパ人権裁判所にお
いて条約違反判決が繰り返されてきたが、本件憲法院判決の八日前に出された同様の事件に関する判決でも、憲法院
が合憲性について判断した裁判権の二元性の問題、および裁判の迅速性に関する条約適合性審査が行われ、それぞれ
条
約
違
反
と
判
断
さ
れ
て
い
る
。
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ヨーロッパ人権裁判所は、こうした裁判所間の関係について、精神障害者の入院措置に関するフランスの行政裁判
（伽）
所
に
お
け
る
越
権
訴
訟
は
、
結
果
と
し
て
自
由
を
回
復
す
る
こ
と
を
可
能
と
し
な
い
た
め
に
、
適
切
な
裁
判
と
判
断
し
て
い
な
い
。
公
衆
衛
生
法
に
定
め
る
司
法
裁
判
所
に
お
け
る
裁
判
の
み
が
、
唯
一
、
即
時
退
院
を
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
し
か
し
こ
の
司
法
裁
判
所
に
お
け
る
審
査
は
、
当
事
者
の
健
康
に
関
し
て
は
審
査
し
う
る
が
、
知
事
決
定
の
合
法
性
に
つ
い
て
は
審
査
で
き
な
い
の
で
あ
る
。
つ
ま
フ
ラ
ン
ス
二
○
○
八
年
憲
法
改
正
後
の
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
（
一
）
（
建
石
）
四三
「適切」で、「合法的」な方式で行われなければならないことを要請するとし、しかし、申立人に関する行政的な入院
決
定
に
関
し
て
、
行
政
裁
判
所
が
形
式
不
備
を
理
由
と
し
て
そ
の
決
定
の
取
り
消
し
判
決
を
出
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
即
時
退
院
を
決
定
す
る
権
限
を
持
た
な
い
た
め
、
入
院
が
継
続
し
た
。
す
な
わ
ち
、
非
合
法
の
入
院
決
定
に
も
と
づ
い
て
自
由
を
剥
奪
し
た
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
り
、
そ
の
点
に
つ
い
て
五
条
一
項
違
反
と
し
た
。
次
に
、
実
効
的
な
裁
判
を
受
け
る
権
利
に
関
し
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
五
条
四
項
は
、
勾
留
の
適
法
性
に
関
す
る
司
法
裁
判
所
に
よ
る
判
決
、
お
よ
び
も
し
非
合
法
と
判
断
す
る
場
合
に
は
自
由
の
剥
奪
を
終
了
さ
せ
る
判
決
を
得
る
権
利
（鯛）
（⑫］◎国）を要請するとしたが、上述のようにフランス法においては入院決定の合法性を争うには、決定の形式に関し
て
は
行
政
裁
判
所
、
決
定
内
容
の
医
療
的
な
観
点
か
ら
の
適
法
性
に
つ
い
て
は
司
法
裁
判
所
の
よ
う
に
分
か
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
こ
の
事
件
で
は
、
入
院
措
置
の
適
法
性
を
審
査
す
る
行
政
裁
判
官
お
よ
び
入
院
の
終
了
を
決
定
し
う
る
医
療
的
所
見
に
つ
い
て
判
断
し
う
る
司
法
裁
判
官
へ
の
実
効
的
な
ア
ク
セ
ス
が
認
め
ら
れ
て
い
た
か
ど
う
か
が
問
わ
れ
た
。
申
立
人
は
、
こ
う
し
た
裁
判
所
の
二
元
シ
ス
テ
ム
を
原
因
と
し
て
、
入
院
措
置
の
延
長
に
関
す
る
手
続
き
の
形
式
的
不
備
（
診
断
書
の
添
付
の
な
い
等
）
に
関
す
る
行
政
裁
判
所
の
無
効
判
決
を
得
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
司
法
裁
判
所
の
判
決
が
な
い
た
め
退
院
が
で
き
な
か
っ
た
。
具
体
的
に
は
、
行
政
裁
判
所
が
県
知
事
の
入
院
措
置
を
無
効
と
判
断
し
た
場
合
で
も
、
同
裁
判
所
は
、
退
院
を
決
定
す
る
権
限
は
持
た
な
い
と
機
械
的
に
宣
言
す
る
の
み
で
あ
っ
た
のである。
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このヨーロッパ人権裁判所判決を一一月二六日の憲法院判決と比べると、裁判所の二元性、および裁判期間の迅速
性に関する判断に違いが見られる。ヨーロッパ人権裁判所は、同意のない入院措置の解除請求に関して裁判所の手続
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
四
四
り、制度上は、二つの裁判機関は補完的であるが、この事件に関しては、由，立人の状況に関して実効性を持った裁判
と
し
て
機
能
す
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。
ここから、ヨーロッパ人権裁判所は、「既存の裁判所の補完性は、行為の合法性の要素の全体を統制し、入院措置
を受けている人を解放するに至るが、その補完性は申立人の自由の剥奪の根拠となっている連続する行為が行政裁判
官によって無効とされたことを確認するのみであり、当事者は、入院措置を終了する司法裁判所の判決を得ることは
なかった（空ヨ）」と判断する。そこから、「ョ１ロッパ人権裁判所は、非常に特殊な状況のなかで提起された不服申
し立てに関する、司法裁判所と行政裁判所の権限の調整が、『申立人の勾留の合法性に関して、また勾留が非合法で
あった場合に釈放を命じる』ことのできる裁判所の決定を得ることを可能としなかったという結論に達する（習冨）」
とし、申立人の実効的な裁判を受ける権利を侵害するという判決を下した。
最後に、裁判の迅速性に関して、ヨーロッパ人権裁判所は、条約五条四項は、自由の剥奪に関する裁判所の判断が
「直ちに」行われなければならないと定めるが、これは第一審にのみ適用されるのではなく、手続きが二系統の裁判
機関に属するために、全体として考慮しなければならないとする。そしてこの事件における司法裁判所の複数の判決
は、最も短いもの四か月であるが、これまでの判例では精神障害者の勾留において八週間を期間超過と判断している
（⑫］弓）とする。ここから、同裁判所は、申立人によって提訴された司法裁判は全て「直ちに」という条約の要請を
尊重していないと条約違反判決を下した。
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きが二系統にわたる点を実効的な裁判を受ける権利に違反していると判断しているが、憲法院は、裁判機関が二系統
であることには憲法上の根拠があるとしつつ、司法裁判所は行政裁判所の介入後ではあるが、行政裁判所の判決に関
わらず、入院措置の不法性を判断し即時退院を認めることは可能とする。また、裁判の迅速性に関しては、ヨーロッ
パ人権裁判所は、法律に期間の定めがなく結果として遅延した点を条約五条四項の「直ちに」という規定に違反する
としたが、憲法院は憲法六六条に基づく「実効的な裁判を受ける権利」は司法裁判官が「可能な限り短い期間」に決
定することを要請しているとしつつ、公衆衛生法の規定に解釈留保をつけ合憲としている。｝」の点について憲法には、
迅速な裁判を具体的に定める規定はないが、ヨーロッパ人権条約の解釈を踏まえ、憲法の解釈を拡大したと考えられ
る。この憲法院判決を受けて、政府は、二○一一年一月二六日、国民議会議長に対し、二○’○年五月五日に提出した
（皿）
法案の修正を送付した。この修正は、判決内容をもとに、二○一○年の法案にはなかった「同意のない入院措置」に
関する「延長」手続きにおける司法裁判所の介入について、一五日を超える「延長」決定に関しては、「自由と勾留
判事」の審査を必要とするとし、また、延長された場合には、「自由と勾留判事」は、少なくとも六ヵ月ごとにその
根拠について審査すると変更した。また、憲法院は、司法裁判所の判決までの期間に「出来る限り短い期間」という
留保をつけたが、これに関しては特に言及はなかった。
憲法院の定めた法律の改正の期限は二○一｜年七月一一一一日であるが、二○一一年四月一四日、ヨーロッパ人権裁判
所は、再度、公衆衛生法一一一二一三’一条にもとづき職権入院措置を受けた当事者による即時退院の要請の審査におい
フランス一一○○八年適法改正後の連通審査と条約適合性審査（｜）（建石）
四
五
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法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
四六
（血）
て
、
司
法
権
の
介
入
が
「
直
ち
に
」
と
い
う
条
約
の
要
請
を
満
た
し
て
い
な
い
と
し
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
五
条
四
項
違
反
判
決
を
下
し
た
。
こ
の
事
件
で
は
、
即
時
退
院
の
要
請
か
ら
二
○
日
経
過
後
に
「
自
由
と
勾
留
判
事
」
の
尋
問
お
よ
び
精
神
科
医
の
診
断
が
行
わ
れ
、
二
○
○
六
年
に
五
月
一
九
日
に
請
求
の
棄
却
を
決
定
し
た
が
、
請
求
か
ら
四
六
日
後
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
控
訴
裁
判
所
が
こ
の
棄
却
決
定
に
対
す
る
不
服
申
し
立
て
に
関
し
て
判
決
を
下
し
た
の
は
、
さ
ら
に
一
か
月
後
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
関
し
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
裁
判
所
は
、
即
時
退
院
の
請
求
に
対
し
て
直
ち
に
決
定
す
る
目
的
を
持
っ
た
特
別
な
手
続
き
の
枠
に
お
い
て
、
裁
判
所
が
「
直
ち
に
」
決
定
し
な
か
っ
た
点
を
、
条
約
五
条
四
項
違
反
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
迅
速
な
裁
判
に
関
し
て
は
憲
法
院
は
解
釈
の
留
保
を
付
し
た
が
、
し
か
し
な
が
ら
、
憲
法
上
の
「
実
効
的
な
裁
判
的
救
済
を
受
け
る
権
利
」
と
し
て
「
迅
速
な
裁
判
を
受
け
る
権
利
」
を
明
確
に
し
な
い
限
り
、
同
様
の
条
約
違
反
判
決
が
繰
り
返
さ
れ
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
判
決
で
あ
る
。
（
１
）
一
七
八
九
年
『
人
と
市
民
の
梅
利
宣
言
』
六
条
一
法
律
は
、
一
般
意
思
の
表
明
で
あ
る
。
す
べ
て
の
市
民
は
、
み
ず
か
ら
、
ま
た
は
そ
の
代
表
者
に
よ
っ
て
、
そ
の
形
成
に
参
与
す
る
権
利
を
も
つ
。
法
律
は
、
保
護
を
与
え
る
場
合
に
も
、
処
罰
を
加
え
る
場
合
に
も
、
す
べ
て
の
者
に
対
し
て
同
一
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
べ
て
の
市
民
は
、
法
律
の
前
に
平
等
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
能
力
に
し
た
が
っ
て
、
か
つ
、
そ
の
徳
行
と
才
能
以
外
の
差
別
な
し
に
、
等
し
く
、
す
べ
て
の
位
階
、
地
位
お
よ
び
公
職
に
就
く
こ
と
が
で
き
る
（
２
）
『
人
と
市
民
の
権
利
宣
言
」
三
条
「
す
べ
て
の
政
治
的
結
合
の
目
的
は
、
人
の
、
時
効
に
よ
っ
て
消
滅
す
る
こ
と
の
な
い
自
然
的
な
諸
権
利
の
保
全
に
あ
る。これらの猪権利とは、自由、所有、安全および圧制への抵抗である。」
（３）」因。Ｏこぐの『宛９９（（§一・コ３ミ鳥一・号②一・国鳥：量Ｃａ・冒目§、愚』、ョ§厨⑯日ご豚§９局の（（‐已笥§》○ヶ愚シ・○ご・【の一
ｍ○ユ『の》』ｓ一・一Ｃ目の］・己・患】９ｍ巳く．
（４）勾・○日『Ｅの三ｍ］すの『頤トミ・莨曾ロ『鳳鈎（・冨烏へ。ご○（・貝⑨隠忌員の．」田】》『の己１貝の：ロ』①農園８コ・目８七・台。
（５）プレスの自由（田○三厘巴］巳一一。ご』巴）、組合の自由（ＰＣ一目昌日胃、］窟』）、団体の自由（缶・】目］の『百一一のご②三）等。
（６）行政権に対する法律の優位性を確保する理論として、行政裁判官は法律の適用に関して審査する権限を持たないという田皀‐胃円目
という判例理論がある。この理論は、もともとは行政裁判官が行政行為の合通性または条約適合性の審査を行うことを不可能とするも
Hosei University Repository
（脳）フラン「
も批准した。
（Ⅳ）建石真（
ので、行政行為の淵源となっている法律についての違意審査または条約適合性審査を否定するものである。というのは、法律は一般意
思
の
表
明
で
あ
り
、
行
政
権
が
そ
の
適
法
性
を
審
査
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
し
た
が
っ
て
法
律
は
恵
法
（
条
約
）
と
行
政
行
為
の
間
の
胃
『
目
（
遮
蔽
す
る
ス
クリーン）となるというものである。この理論が最初に登場するのは、一九六三年一一月六日の国務院シ『１ｍ三判決においてであり、
さらにその後の一九六八年三月一日の、のョ○二の判決において踏襲される。法律は、したがって、それ自体として合葱性や条約適合性
を
行
政
裁
判
官
に
よ
っ
て
審
査
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
ま
た
法
律
に
由
来
す
る
行
政
行
為
に
対
す
る
審
査
を
通
じ
て
間
接
的
に
審
査
さ
れ
る
こ
と
も
な
い
。
こ
の
理論によって、長い間、国務院は、法律に優位して条約を適用すること、すなわち法律に関する条約適合性審査を拒否していた。
（
７
）
第
四
共
和
制
憲
法
九
一
条
、
九
三
条
。
（
８
）
こ
う
し
た
、
行
政
権
の
介
入
の
強
化
、
反
面
と
し
て
の
議
会
制
民
主
主
義
の
弱
体
化
を
、
樋
口
教
授
は
近
代
立
葱
主
義
の
現
代
的
変
容
と
し
て
、
消
極
国
家から積極国家への転換、と指摘する。樋口陽一『近代立通主義と現代国家・一、一九七三年、一五二頁以下参照。
（９）己⑤Ｓｍ】Ｃ皀皀Ｐ忠１』召ＣＯＳ】麗句○員］葛、》ＰＣ一恥巨『一巨曾Ｃ一員一○コ」の一色ｚｏ宮この一一Ｃ１Ｃ巳の」。□】の】８コ⑰．』『・
（皿）ロ再〔）口、的の嘗・○・コ⑩一首［】・目色一后冒の異鳥目。。『目の・ト②貝⑩鳥の（烏鴎・す．．］のＳｍの頁の白耳の９９も．』函・
（ｕ）』・国１の目・で『◎す｝⑤ョ四目宮の、。ｇ『巴の」の⑩『８つ。『厨の貝司の号。一一８口嘘庁冒蝕・ゴゴの一の且旦〔冒冨『９口・ロ巴・ロ「・笥８再恩冒昌菖の一ｍ（
曰３号号三・ミヨＰ宅Ｐ１唾・』⑰巴も・９国・
（
烟
）
第
四
共
和
制
憲
法
以
降
の
「
法
律
に
対
す
る
条
約
優
位
原
則
」
に
関
し
て
は
、
建
石
真
公
子
「
『
法
律
に
対
す
る
条
約
優
位
原
則
」
の
裁
判
的
保
障
二
）
ｌ
フ
ラ
ン
ス
’
九
五
八
年
懸
法
第
五
五
条
の
提
起
す
る
問
題
ｌ
」
、
名
古
屋
大
学
法
政
論
巣
一
五
一
号
（
一
九
九
三
年
）
、
二
二
九
頁
参
照
。
（
旧
）
こ
の
よ
う
な
、
法
律
に
対
す
る
条
約
の
優
位
を
統
制
す
る
理
論
と
し
て
「
後
法
優
位
」
と
い
う
考
え
方
が
あ
り
、
条
約
よ
り
も
後
に
制
定
さ
れ
た
法
律
が
条約とは明らかに異なる内容を定める場合には、後に制定された法律の権威が優位するというものである。”・○息后・ＣＨＣ】一旦ヨーヨ⑪‐
ず【囚ごくの、⑤■白・口一・」垣②ヨで。』◎の鼓切・
（
ｕ
）
第
三
共
和
制
憲
法
ま
で
の
フ
ラ
ン
ス
の
恋
法
と
条
約
の
関
係
は
、
深
瀬
忠
一
「
フ
ラ
ン
ス
遼
法
に
お
け
る
条
約
と
国
内
法
」
北
海
道
大
学
法
学
論
集
第
七
巻
第
二
号
・
第
三
・
四
号
、
第
八
巻
一
・
二
号
参
照
。
（
咽
）
第
三
共
和
制
憲
法
に
は
、
法
律
と
条
約
に
関
係
に
関
す
る
規
定
は
な
い
が
、
慨
行
上
、
条
約
は
法
律
と
同
等
、
す
な
わ
ち
後
に
制
定
さ
れ
る
法
規
範
が
優
位
す
る
「
後
法
優
位
」
の
原
則
に
よ
っ
て
適
用
さ
れ
て
い
た
。
（脳）フランスがヨーロッパ人権裁判所の管轄権を受諾したのは一九八一年である。同年、国際人権規約の個人通報手続を定める議定轡
建
石
真
公
子
。
憲
法
ブ
ロ
ッ
ク
と
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
条
約
ｌ
改
正
後
の
恵
法
に
対
す
る
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
条
約
の
違
憲
審
査
に
関
す
る
フ
ラ
ン
ス
懲
法
フ
ラ
ン
ス
二
○
○
八
年
憲
法
改
正
後
の
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
（
｜
）
（
建
石
）
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（
配
）
前
述
、
注
Ⅳ
、
お
よ
び
肥
参
照
。
（鋼）この場合の憲法制定樋力は通法改正権をも含む概念とし、国際法による廠法の調整が要調される場合を四つの場合にわけて検討す
る□・三四扇は、国際公法が憲法に対する影轡を強めている現象について、ヨーロッパにおいては平和や市民の幸福のために、均一の
法準則を採用することを望ましいと自覚した、と述べている。ディディエ・モース（建石真公子訳）「憲法制定権力の行使における現
代国際法の影轡」、社会体制と法、口・・⑪、八四頁参照。また、この問題は、フランスにおける憲法の概念をめぐる議論を背景として
提起されている。すなわち、趨法を形式的な法と捉えるカレ・ド・マルベールは「憲法制定機関によって、憲法制定の形式で」制定さ
れ、改正も「特別な手続き」によって行われる「（公）権力の組織に関する法準則一が「蔽法」であるとし、同じくアイゼンマンも、
「惑法制定梅力に対する議会の従属」として、葱法とその他の法律を区別している。戸・○胃忌旦の三②一訂「ぬ．ｇ再ミ目←（・ミヘミゴ３コ⑮
殖Ⅲ忌日｛⑬烏』国＆貝》四『こ》函『○一・．」局Ｐ息一目己．□巳－８》ｇｇ》弓貝已・臼』ｌ雪唖・》○・厘ｍ目曰四コ。》田口旨②貝（８８目貫員（○詞：｛』の⑯ミロ
思巨のｇミ８房蔦員。目の【へ貝醇属ミｓ⑯トＣＣ』．】②農》『の一ヨロ・面８亘・且Ｂ‐巴シ旨・］①９つ？］。．この定義は、現代においてもぐａｏ－
を始め多くの憲法学者に引き継がれている。これに対して、憲法には内容的な基単があるという定義は、エスマンの「国家の形式、
政府の形式と組織、国家の権限の制限」に見られるが、近年ではトロペールはそれらの内容に「基本権の保護」を加味している。
少．固め目の冒卜芯へ⑨ョ⑩員烏ｓ・騨８房ミミ（Ｃ目の』魚８冒目風】ｇ①》□・庁巨・弓。ごｓ・・○・コ⑩葺昌・ＰＣ（＆（。冒凰忌曾Ｑ向（：ａｓ烏烏
９３コ：亘図・ａ・』品（の冒只、・鳶・Ｂ２》］ｇ』ら・』＆．
（翌「国民主権の行使の本質的な内容」に関しては、「国際刑事裁判所の提起する憲法上の課題ｌ国際刑事裁判所規程条約に関するフラ
ンス恋法院判決を素材として－」、愛知学泉大学コミュニティ政策学部紀要第一一一号（二○○一年）一五三頁以下参照。同憲法院判決に
l凸、グー、ノー、'■、
２３２２２１２０［､9
,-'、－／、－’～プCAD
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学
志
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第
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三
号
四八
院一九九二年九月一一日判決についてｌ」、法の科学第二一号（一九九三年）、一七七頁。
（旧）建石真公子「「フランスにおける市町村会選挙と国民主権ｌ『クォーク制法」とコーストリヒト条約に基づく外国人の選挙権』
に関してＩ」、名古屋大学法政論巣一五六号二九九四年）、一五五頁。
（旧）フランスでは第三共和制憲法まで、憲法に人権規定が含まれていないこと、違憲審査制が存在していなかったことから、憲法の最
高法規性は明確には確立したものではなかった。しかし、憲法院の判例の進展によって、他領域の法との比較での憲法の優位性が「よ
り階層的に」なると指摘されている。田・可のくつ『のＦＥＰ弓日〔目０．コ⑩の一一ｓロ圏目二○百Ｃ－ｇＣ『Ｃ－５号一一Ｐ百○§Ｃ討ち。届．〕畠Ｐロ．
閂ウ一二・一℃・一函］・
前述、注Ⅳ、
国・餌の臣の⑪。Ｃ只侭鷺８・臣②への詮ミ莇騨ｐ亀』『②少忌の』。ごｍ勇司一ｍヨヨ勉口○口． □
Hosei University Repository
（
狐
）
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
人
権
条
約
十
三
条
た
場
合
に
も
、
国
の
機
関
の
前
に
お
（
鍋
）
建
石
典
公
子
「
フ
ラ
ン
ス
に
お
時報、ｚｐ忠、。
おいて、「国民主楢の行使の本質的な要件」の中に初めて「権利」が例示されている。
（羽）懲法院一九九二年九月三日判決は、憲法改正の限界として、葱法七条、一六条、八九条四項（共和政体）をあげている。
（妬）毎．【の一ｍのゴマ弓豈８ユの己巨『」。」８畳
（町）国・【の一の。Ｐ・Ｐ陣、、『目冒）ロ１１－２一・百・］］の」の一ｍ○・局←旨一一○コ（Ｆ四旨⑪〔一息８ごめ二一員一・口の一一の）》河口〉』呂塵日。］召・
（羽）勺・勺旨血臣の『、『ｓ】。』の⑫。。『日興目留め急ョの２℃１月一己の》記自己ロ山ｇ］も．『乞・
（羽）この表現は、一九七○年に。固己の１６耳ｏ圓巨の８月二一旨・目の一一の①一己員自習冨一『。（胃・自国、の『ご】：亘蜀。一一高『一の圓口←巳『の．詞・□
わ』召Ｐ己・Ｓｍ・によって提唱され、その後、Ｓ・司習。『目によって理論化され、葱法院によって明らかにされた憲法規範群をさすもの
として定着した。缶・句画く。『のご》Ｆ：『旨骨の１の８回⑩二目ご◎ゴ目一意・国、唾巴」の」ｓロ三・コ：官肝］旦巨１：目已ｇ８目。。。⑭の】－８口晋冒‐
（】○二口のＥコニの一目、の⑪○コ・国、目日目。．］冒切も筐の訂已ご・
（卯）憲法との関係でヨーロッパ共同体法の規範としての優位性を示す憲法院の判決として、原則として共同体指令の国内法化法律は懲
法上の要請に由来するため、違憲審査を行わないことを明らかにした懲法院の一一○○四年六月一○日判決がある。つまり、共同体法の
優位性は憲法八八の一条に基づくためであり、ロ勾○烏切の目の表現によれば「憲法化された共同体法」の要請によるものである。ｐ
淀。Ｐ閉の四口ご□『。』一己の８コ（の己二Ｃ巨桝８コ昌一｛口ごＣ回口の一・四の⑩」・草ｇｇ・ロ・巴』・
（皿）ｐの一ョ・ＰＣの一口ご国且」の厳一ｍの目一の口四目ご一こ『呂叩日の］巨１１一目：巳。目の口向ミ目⑩．□・・ｍ・己巳村の□の『の⑰．
（犯）近年の判決履行監視制度の改革として、閣僚委員会は、一一○○一年、監視機能の執行に関する手続規則を採択し、判決願行のフォ
ローァップ制度を確立した。さらに、同委員会決議（二○○四年）は「パイロット手続」（被告国の制度的な問題を理由とする多数の
同種の人櫛侵害の訴えに対して、国内法制の是正のための一般的措置を命じる手続き）を定め、また二○一○年に発効した第一四識定
番は、判決解釈請求（四六条三項）を定め被告国が判決を明確に理解し実施しやすくする制度を導入している。
（銅）近年、ヨーロッパ人権裁判所が憲法裁判所判決における合遼判決と判断された事件を条約違反と判断した判決として、○回ロエ》ど
の召←の日す『①ｇｇ【・『すの一『口・函目臼】：。．⑫ヨミｇ・ロ。建石真公子「人権保障における迩法裁判所とヨーロッパ人権裁判所Ｉ総論ｌ」
比較法研究七三号（近刊）参照。
（弘）ヨーロッパ人権条約十三条「この条約に定める権利および自由を侵害された者は、公的資格で行動する者によりその侵害が行われ
た場合にも、国の機関の前において実効的な救済手段を得るものとする。」
弱）建石典公子「フランスにおける人権概念の変容と国際人樋法ｌ法律に優位する『基本権』としての趨法と人権条約の併存？」法律
フランス二○○八年恋法改正後の違憲審査と条約適合性審査（｜）（建石）
四
九
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巻
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三
号
五○
（妬）ＦＢ８易三目一一Ｃ目の一目圏］巳一一の←９９・意法改正に関して、南野森「一一○○八年七月の葱法改正について」、辻村みよ子Ⅱ長谷部
恭男編『遼法理論の再創造』、日本評論社参照。
（師）ＱＰＣは、－１市民による」提訴、および「施行後の法律」に対する違憲審査という二つの意味において、【革命】と呼ばれている。
一一○一○年三月一日の憲法六一’一条が発効しＱＰｃが制度として開始された日における憲法院におけるフランス大統領の演説参照。
Ｃ】⑪８貝②烏員．Ｆ○勺『⑩の一二の口一号一口黒己口こ】Ｐ■Ｐ固貝『の⑪。ｐご】ぬ已呂『』の」ご貝（一・一の巴Ｉ」ｇ－ｍＯＣｐ⑩一一一目目》○○口い＆」８．鷲】日ごＣ目の｝‐
Ｆｐｐｓ－侭『日日、ｇ一房｝二戸でミミミ二・８戸⑩の】一‐８．餉言】目一一○皀二の一・才－８口い＆」１８コ晋】盲二○口ロの一一『○○戸｛ずＰ皀丙ヨョーユ厨８厘『、旨蔚『ぐのロー］Ｃ日切－９］三
（
羽
）
建
石
真
公
子
一
律時報、ｚｐ垣患．
（犯）○○日】誌」の忌崖。Ｈ】○コの言曰の□『。ご○⑪一言】○口⑪巨局一ｍ》。」の『己、＆】○口の一一の忌臼巳一一ケ『色頃の』の、旨い一一目匡Ｃ回、烏一色ぐの罰のｂこす｜一色ロの。ご■のくの
罰ので■ワーョロの己］巨切」⑤日。●『⑩ニニＥＣ・
云耳官三○閂②ご己。『駐」陣皀Ｃ２ヨの。薗菖Ｃ皀帛３冒○巴的の．［房・一口涕宅一弓（９つ＄『ごｇＣ．ご」局
（羽）建石真公子「「フランスにおける人権概念の変容と国際人権法１法律に優位する『基本楢』としての憲法と人権条約の併存？」法
（側）葱法改正案を提案した腰一一ｍ目『委員会の報告醤の記述。○○一目忌二の『＆の邑Ｃ口のこの宮。□。⑩量目菖の］ロロ）ｏ１の『已患←旨のこの
□『⑩巾・昌一】す再Ｐｍの」の、】ロ耽巨一房【一○コ⑩己の置くの幻のつ巨匡】Ｐ臣のご旨の二⑩目Ｃ○『Ｐ二・口の。勺岸『一②同色『の『」。ご’』の①．
（虹）葱法院による違憲審査が、国際的な違憲審査の標準に近づいた一」とを、従来のフランスの「例外「｜の終焉とみなす評価がある。
ｃ・弓巨めめの画ＦＦＰ回ロユご口のの〆８頁】○コ『『陣ロ８】いの勺・で○臣『Ｃ弓晩・ロ○・国『。ご・③．
（⑫）旧○一○局、四コーロロの旬の］ｇ弓の四］ご回己已一］８昼。。：一画『ニローの⑤］－房：旨○○コ⑩註目昼Ｃ宮・
（鯛）く・国の自生色二軍言・国ｇご‐『。Ｐ晩の、怠註コヨー・忘凹忍「。『日の□色８コ可。｝の曰の８コ⑫ご目菖。■口凹一一註や司巳弓・ニニョの『Ｃ声。厨‐いのユの９９・少已『肝
｝の８曰一忌国巴旨已巨『、噂一驚『百○○口の二目←】ＣｐＣ皀画ｇ巴〕ロ・』震
（“）『・げ戸。昏巴忌二缶句Ｇｄ弓馬（へ８司鷺（冒一へ。再ヨの｛一己。【ロの」」②②『一つ口・巴Ｉ圏・
（妬）□・弱。■⑩⑪の、巨一いいＰＰの、二○．己忌）臣＆○一の一一の」の⑤。■鷺】目←一○コロ巴】←ロー曰亘宛ず陣二ｍ一ロユユ一つごＣｐ已○弓》記□七・壱Ｐ輿９９．℃。①患・
（蛆）○○二ｍ・８局一・口。・己１造ＤＣ扇一己一一の←』召］・
（〃）一七九一年九月三日憲法三条、一七九一一一年慰法一一○三条など。フランスでは、「法律は一般意思の表明」とみなされていたことか
ら、』』［『冒臣・『：『し曰くの破段裁判所の判例以降、法律の違憲審査を拒否してきた。一九五八年恵法は、こうした法律の優位性に
ついて、三四条で法徽事項を限定列挙し、他方、憲法院の創設で、法律制定過程においての違遜審査の制度を創設したことで制約した
］の『ゴ］、『醜函◎］・－℃』『。ごユ局
Hosei University Repository
といえる。しかし、破段院は、’九七四年一一月二七日判決（Ｃ百【：『：二目目の］］の．日局の『１の『こ『」・）で、従来の判例を変えずに法律
の違遼審査を行うことを拒否し、国務院も同様に従来からの判例を維持し（○・口（曾二。『巴色・）法律の違憲審査を行っていない。反
面、破段院と国務院の判例は、憲法六一条からは、法律の違憲審査を懲法院のみが行うという規定は読みとれないことを意味する。
（妃）○○□わ。一切－８口。・三‐望ＤＣ目］⑰］：ご】の『］ヨｍ・建石真公子「｜ブランスにおける人工妊娠中絶の憲法学的一考察－一九七五年人工
妊娠中絶法と身体の自己決定権をめぐってＩ」、東京都立大学法学会雑誌第三一一巻第一号、二一九－一一六九頁、’九九一年。
（⑬）憲法院は、ＤＣ昌一】己臼ｇ』Ｃにおいて再度明確にこの判決を確認している。
（印）○ｍい⑩．》○宮・目冨←のご筐・巴』自切・ｍｇ－鱒の」のｍＣＰ［腰』陣８口の如く⑫ワ『の⑪章Ｃ・」召切．ｓＰの（）。●一・弓。巨雷四一一・
（別）Ｃ固のＣＤ』閂・旦巨】の『ヨ、『いち③鱒⑫罠口ｓｏ口一晩の口の『、一」の⑫『四ケ二ｓロ←②ロ。駕日Ｃ巨｝の、二の可『画ご○の。
（記）○回シ認・》召。。８ケ息』①＄・Ｚ】凸（》一（）晉再の。＄つ－８『〕Ｃ一・句『冤皀員屋口，一
（記）この問題は、「世論の公表および放送に関する一九七七年七月一九日法」二条が、選挙前の一定の期間、世論の公表および放送
を禁止しているのに対し、破殴院は、当初はヨーロッパ人梅条約一○条（表現の自由）に適合すると判断しており（○儲②．」の一一日巳
】９口シ］ずの『己巨勾ｏ］）、国務院も同様（○国．、のｇ・》凹冒ヨ］＄ご》巨・旨この←）であったが、後に、破段院は判例変更（○国、の．」Ｃ一切ｇ‐
←の【：『の噂Ｓ］》三・シ曰。Ｅ・堂）をし同規定をヨーロッパ人権条約違反とした。その結果、国内法の解釈の混乱を避けるため、議会は、二
○○二年二月一九日法によって同規定を削除した。また、後述第二竜可の『『冒冒判決も参照。
（別）ヨーロッパ人権裁判所判決によって、国内法の改廃、判例変更の行われた事例としては、司法盗聴事件、外国人の追放に関する事
件
、
性
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、
（弱）ヨーロッパ人権条約の規定する権利は、恋法上の人権規定のなかに相当する権利をすべて見出すことはできないが、逆に、葱法の
定める入梅規定の全てはヨーロッパ人権条約に相当する権利を見出すことができる。したがって、国と私人の関係に関してヨーロッパ
人権条約を適用する国務院は、憲法上の人権規定を解釈することと同様の行為をしていることになる。、宵『目判決において、
（鉛）□・ユの因：三一一ＯＰＣの口巨の］ＤＰの⑪冒皀ユの。＄⑩二二８日３］の号旨８口ぐの昌一○コ。、一一芯：ｍ一○房ご陣『｜の）ロ函のＣａ旨＆『の（日巳巴いの』四国⑪一ｍ
○○ぢめ陣一巨二。■）・罰、閂〕』ご］ロ垣聿〕口○・強一己・唾、の．
（訂）国・国冨『二一『」⑩ョの可、の二８：②９８－←防局Ｃロ」曲曰わづ冨二×の回旬日旨Ｐ』』【）←》ご冒息『。⑩蔦。一回｝》ＦＣｍ」再Ｃ］房〔Ｃロユ餌ョの。ｇ戸潴．こ■の【巳巨くの二の
のＰ註、○ユの］ニユニロ匡廷一一℃④Ｐ己・巳・
（卵）ヨーロッパ人樅条約に基づく規範を合することによる違愈審査と憲法改正権との接近の危険について、ｒ観くＣＨのロ・忌己１⑩：こ
の。『】己言の二巨已『。一一』皀冨ＨｐｍごｏｐＰ］①ずつｏヨヨー』二四巨一臣『⑦」障日⑩｝⑫）戸『一ｍご司巨』のこのの〔一■。Ｃ回唖昌一○○口のご庁巨一一○づこの一一一ごい匂（『息②。旨←（○百○｛舜甸ユロ討銅｛③⑫
フ
ラ
ン
ス
二
○
○
八
年
恋
法
改
正
後
の
違
憲
審
査
と
条
約
適
合
性
審
査
（
一
）
（
建
石
）
五一
Hosei University Repository
（閉）○昌一一四巨曰田口Ｐ巨の、茸。口ご回○ユ冨一『の」の８目ご目ごＣｐｐＰ一日急・己已・一切‐扇・
可耳目一一一三二二・８■⑪巴｝‐８二黒一一口註ｃｐｐの一・罠『－８■⑪ｓ」‐８曰の←一目註－．．コの一一円◎（》←ご湧再宍ＩＢＢ－Ｃで○一・つ。ｌ目的巳一百Ｅ口のご｛のご巴］Ｃ・ロユ［
（的）Ｃ】⑪８巨『②凹皀ｏ○二⑪の一一○。■の茸目三○口口の』」の］わ『ョ碑『切呂」◎・
（、）Ｃ⑰○域○．ｇＳｌｇｍＤＣｇＰ⑬」の。のヨケ『の９９．
（Ⅶ）シ・田のご陣已の・勺『】Ｃユ忌口。のの｛己園ごユョ鈩巨芯。属８日日の目、『毬２－の『８己『。］の巳の８口のご目一一．ゴコの一一芯。←８貝３｜のユの８曰くのロ←ご皀皀巳日忌一
○○コ、ご庁巨一一Ｃ曰⑪画Ｃ］Ｐご・』函Ｐ
（ね）。」○回』ョ周⑩」召②一陣国・］＆ヘゴ．”の○・ｓ⑭．
（ね）。』○国⑬『冒旨」ｇ］》○－筐、へ忠・罰の。。｛－馬。．
（河）』，缶□呂忌、勺『の【己。『角ロヨぐの『の切昌『のユの］四のＰの⑪二○己宅ユ。。冨一『の」の○○コ⑩武自ごＣご皀色｜』註ユニニ。「ョ員のｇ】］・
彦鳶百二三二「二・。。■⑪Ｂ一‐８口⑩二一ロー】○口■の一・再・一○○口のｓ－ｌＣＣ宮⑫←詳巨芦一Ｃｐｐ①一一局。○言うロロ房日日三一⑪。○巨厨ヨ意『どのロ二○二ｍ｛』つ巨一』炉□‐Ｐ口昌この勺。ロユ『
（“）因・冨巴どのＰ四目一一一○コ・司目□。「へロ。】＄Ｐ少閉のす｝⑩のゴ曾】○コ巴の・巳・』三・
（筋）ｏ昌一｝、日ロー’○臣三色巨日Ｐ四ニユ三○二司白向口。「（口。。］９ｍ・しめ脇のヨワー⑩の口自】○口巳の・ロ・］ｇ・
（船）ｏ・の一日。Ｐ炉⑫ごユ○ユ註已①一ｍ。■の“二。■ご『】Ｃユ冨一『の」の８月ご目三○日』巳】ｓ豈貝冒○ヨの（⑰）の一二路。■Ｐ戸８（⑬）ユの、曰ＣｐＣ］Ｃ晩巨厨）臣‐
昌已】◎二○ゴコの一ｍｎＨＣ肘⑩、。』ご○種と⑩○農詫句ロヨ愚「＆罠（ｕ○詞助＆』⑥。諄の（一一種風。■ヨの（》画つ］Ｐ己．①四・
（師）の，○胃Ｂ閉。■■Ｐシここ三○ゴユのごｍ口二醇○ＣＢＢ厨、一○口。の⑩一．一切ユの「尹畷の日ご曾口ｇ一○口四一の（詞ロロロＣ、一再。．］＄函」の三②『、自国ロロ（」。Ｆ））．
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冒的葺貝（。。“⑤亘の号○号８目の品§８恩烏浄騨③冒烏的且（③「冨切ロ』』Ｐ萱、へ§ご》でａ目の』＄ｍ・己・畠Ｉ食・
（鍋）園一の｝言い【一の←で『②ユのｌｇｏＣｐ侭Ｐ」閏昌色昌『の。・句『②ゴ８』巨圏ＣＣＳワ忌一②患。『２．］Ｃ冒冨⑪ロ。⑪暖⑪急へ置の庁豊』３ｓ、口農］『②ｓの．
（帥）この判決の評釈を行った□・幻。巨認のｇは、恋法院の一九七五年一月一五日判決の見直し、およびヨーロッパ人楢条約を憲法ブロ
ックに統合することを提案している。Ｃ・河・色の、の四Ｆ屡呂『Ｃ貝目の烏旨二⑪頁且の口８８．豐冒←】◎目の一一のご畠Ｉ］＄垣薯．『Ｓ、》函ｇＰｐＣ・］・
（、）Ｃ・罰。ご⑩の困巨。○つ・昌一・・や＄『・
（皿）一九九○年からの灘法改正の経緯については、ｐ○冨皀目×・ロの〆８頁】Ｃロ＆ロ８．ｍ三目Ｃ自律一意》Ｓｇ１豊皀“『亀の凶・ロ晩⑪巨『目
『の厨『二・罰ロア砲ＣＣＰ毎．・四》己．、③⑤．
（鯛）記昌逼ロ。、屏回。＄『（ｇｇｉｇｇ）号巨・因・で。耳の一一の．『巴言騨巨皀Ｃ目已の一ｍ８ヨョーｍｍ－Ｃ。二＄」。】⑭》」ｇｏの⑩｜の＄晩のご冨日す『○画ｇＰ已己・］ｍＩ
Ｃ
罰
■
。
③
鱒
￣
ＣＤ
●
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（別）○画□エ］②⑪①耳のヨマの］ｇＰＣ画］ぬこめ■：ベン員１島。馬△．ご・』国『』へｇ・参照。
（鯛）『．、且『の．□「。（：ミ・鳳曾臼（員の「目（（。：一号②ａ、。（（“烏三Ｃヨョ①と庵ａ・》ｇｇ・ロ．、三・
（船）Ｃ固唾のっ・ゆく】の》扇）巳］｜の←９９》尻膵．■・・畠三圏・・○固ののＰ畠一目］⑩（画ｇの．。可Ｃ§の１》旨さ日】ｇ一○コの一号酸Ｃ昌一目』。、目目、『野（田の‐
己［）・ロ○・国急量－８口一・Ｐ、三思員く巴一雷・
（師）”のＰ・ｐＣ．⑪９国へｇ壱○三云司ａ旬日目８》ロ○・四］『国へｓ》□四○巨昌くくの【。ごユ。、田同色回向魚。○・画呂『の（ｇマン３○臣『⑤へ甸国ゴ８．
（朗）Ｃ・【津冨・田②息○国Ｃロゴｏ・ｇＳＩ」ので。②ロ』Ｃ明巨の。｛】⑫旨】□一のｇ一切○二の」臣８貝のご盆の巨〆：一也念○ユ⑪厨］一一醜昌一ｏ己回。←の⑩。このＣＣｐ⑪の一一
８コ⑭二目ご○皀口の］畠ョ巴９ｓ．。。。⑩。『厨ｒ・Ｃｇ－臼○口皀○・ｇ】つ’一の尼ｐ河国）医》で・ヨーヨ・
（的）二○’一年度予算法律二一一条。
頁一己ミニラョミ』。、】［『目８函。巨ぐ・局『一陣（罰３『の員●・ＰＣ□ｓ二目のｘｇＩ］○再句自国×弓９９困酉匡曽の体［厨弓○ｍⅡ］や倖衝、昌呂屋Ⅱ函三留凸『＄伜８←の碩○
二の口の己Ⅱ。亘伜。］ユン２－．コⅡｇｃ豈弓のＨ怠井与国。■シ面目［。◎ｇ屋山合』圏
（卯）○回匿鷺で←の白ヶ『のｇ】Ｐ三日の□昌一。一一の少．．ｐ○・患』］｜Ｐ
フランス二○○八年恵法改正後の遮懸審査と条約適合性審査（一）（建石）
五三
（泥）』‐ＰＤ８３ｂで．。旨
（両）□の⑥一切一○口邑○・ｇＳｌ］の祠○○巨呂ョ巴呂』Ｐ一一○．己８円后田・
（犯）ＣＯ口、の】｜□》因厨一一Ｃ円〕巴○口己。．⑭急『団□口三ｍご己」ｇ】色．
（ね）ｃｃヨョの貝巴『の」の一ｍ急○回。■■Ｃ・ｇＳ－］Ｃ勺Ｃｌ呂曰巳呂」Ｐｏｐ量⑤、已臣８ョの亀へ８葛のへ（冨忌Ｃ再烏一口・画Ｐ己．←・叩官←ごミョミミ・８息の】一‐
８口⑩威自一一○皀口の一・｛『－８再切の】｜‐８口の註辱巨三○口■Ｃ一一『○○二ケ四宮【三○三ｐｌＣｍミ９－つ」の勺○ｇａｌ】Ｃ勺○・℃』「
（剛）○Ｃ日日口三ｓ宮○三口。．』『ここ量・
（皿）シご】、｜）○房Ｃ員Ｐ○同、ご｝②四ｍ⑰：］切豊１－－冨己の□己弄○月②い：○コ］屋・
（皿）○国》シ⑰⑩・・９コ・ぐのロ］す『の９つ］・二言厨一息：二里の旨：一目可の：、ロＣ己》。・・巴巴「ぬ８コの一・」。：○：『爵｝・芹田健太郎『国際人権法
Ｉ』信山社（二○二年）、一五八頁以下参照。
（閉）この平等の審査基準は、ヨーロッパ人権裁判所判決による、社会保障に関する一‐平等」と「財産権の保護」を審査する際に用いら
（市）組織法律二三’二条は、この要件について、第一に、違憲と申し立てられている規定は、当該訴訟において適用可能であること、
第二に、問題の規定は、状況の変化の場合を除き、既に憲法院において合愈が宣言されていないこと、第三に、真剣な性格の抗弁であ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
る
こ
と
、
で
あ
る
。
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（妬）○⑰Ｂ巴。■ご○・巴』〒『］の宅○ユ巨呂胃。『のヨケ『のｇ］Ｐｚｇｓ８匡獄８三ｓ笏只屋（ご園の（一ｓ司鷺（一員一○罰再具口。・⑫ＰこのＦ己．］『・
旨５ミミラョ・８回巴」’８．畠巨富Ｃ皀皀の一・｛１８息日』‐、。ごい【一目ごＣ目の一一『○・一一冨口更ｇｏヨョ一・『ミｇ】ｓ｝ＣＵＣの９１．号の．Ｓ」｛
（船）。固□津］』■。このヨワ円のｇ］Ｐ団匿巨ｇｏ冒○司息ごＢ・
（ｗ）○画【）雪屋旨冒睡ｇ凹弩□の一宮。。へ『『蝕冒の．■○・塗】蹟へ①⑫・・画『旨ヨ画ｇ画一Ｃ・二・●へ局国皀８一コ。．』屋『ｍへ葛・》切目。このヨケ『のｇ９．Ｆ・詞らへ
司司：８口○・念］臼Ｓ②・・曽○９．ケ『の西９画》三日三国ロロへ厚：８．口○・お］し］Ｓｍ・』、：『のヨワ忌呂】Ｐｍの色目。旨●、『『：８．頁の。。
（兜）二○一一年七月五日、改正された法律が公示された。内容的には、二○一一年一月二六日の政府の修正文書、二○一一年四月一四
日のヨーロッパ人梅裁判所野条約違反判決を反映したものとなっている。即時退院に関する裁判所の審査に関して「耳の国の｝圏」とい
うヨーロッパ人権条約五条四項の文言が挿入されている。Ｆ○円ロ。９－］１ｍｇ目、旨］］９９］】『の一色二ぐの目×〔一『。旨の【四一陣已『。（の巳】○・
号叩での厨。コゴの切盲一ｍｍ昌一》○ケ）の一二の⑪Ｃご切冨胃冨９国＆］の⑰の←鱈巨肘目。ユ巴】忌、巳Ｃｌの■『ご『』⑪ｃ８ｇｍ『頭のシいめ．。ｇ・一目・筥］の．
（”）二章第二節（五）参照。
（伽）○国□■］、旨ヨ９ｓ・ロの一ケの。ご司国回８》■。怠』圏へ湯・窓。．
（皿）伝Ｃ言『の鼠ｇ葛８二ぐの画一』ご『。］の一号一○一（ロＣ・農置）『①｜昌一［Ｐ屋ｘユ『○一房の←』一四つ『Ｃ扇。ごｏｐ１の醜や①『②。ゴロの⑫［巴②自佇『Ｃす）の←」の⑪○旨⑫
ご旦○ロ呉『一○臣の醜の←、ニメョ。』巴】忌め」の］の色『官・』⑪○の■●ずｍＨｍの．シめい・ゴ９．．口Ｃ・四］］⑤。
（皿）○国□題］心皀ユーｇ」］》宅ｇｏ巨〆金へ甸冒宮８》ゴ○・盤三垣へ９．
（鋼）同判決については後述。○回ロロ』曰・ぐのヨヶ『のｇ］Ｐ、自皀・巳Ｐ目・曽麗⑰へｇ・
（鋼）一五日という期間が「最も短い期間」に該当するか否かを判断する基準として、最近の憲法院の判決に、警察留置について「四八
時間以上に延長する場合に裁判官の介入が要請される」という判断がある。□の鳥一目皀・・ｇＳｌ崖へ旨のっ○目芭冒一一巴ｇ］Ｐニョの
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（則）須藤葵「フランス精神医療法を通してみる精神医療制度の課題」、法制理論第三九巻三号（二○○七年）、一九○頁。
（蛇）シ・ロ・巨冒、目》画・管『日へ（の貝（目官ごｓ冒武倉：（ａ８冒鳥三・ヨミの》ａ６己ｚ回両一呂目。．』・ＣＯの三Ｐ崖。、ロ一国一一切昌Ｃロロ⑪旨ごｇ１Ｐ臣の
ｍ・房８貝『＆。冨己旨己。］の『百・貝目の『の『・目Ｐ記、協呂９℃・函色・》缶・Ｂｃａ１ｘ．『』ｍｍＰａの１曾庁・自卜の×［のロ“・‐ＦＱｇ》ｇ』Ｐロ・函『１
ロ、己の一二「の←Ｐ巨弓の⑩．
画いむ。
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